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第 1章 緒論 

1.1 研究背景 

近年，付加製造（Additive Manufacturing，以下AM）技術 1)の普及が急速に進み，樹脂のみな

らず，高強度・高熱伝導率の金属材料においても微細な造形が可能となり，実用部材への適用

例が増えつつある．付加製造では 3D のモデルデータをもとに断面形状のスライスデータを作

成し，そのデータを元に材料を積層し 3次元の形状を得ることが出来る．この特徴により，付

加製造は内部の空孔を含むような複雑構造の形成を得意としており，造形物の形状自由度が従

来法と比較し飛躍的に向上している．その為，設計方法についても抜本的な見直しが進んでお

り，数値計算を活用し，優れた最適構造を導出する構造最適化の導入や，付加製造向けの設計

技術であるDesign for Additive Manufacturing（以下DfAM）の研究開発が進んでいる．この付加

製造の強みを引き出す設計技術の進展もあり，従来の付加製造は試作品用途が多かったもの

の，治工具や金型や最終部材など実用部材の割合が拡大してきている（図 1.1）． 

本章では，先ず付加製造の工業分野への適用に主眼を置きつつ，各付加製造製法の分類や特

徴，構造最適化技術の分類について述べる．その上で，これらの技術を用いて実用部材を製作

する上で重要なDesign for additive manufacturingについて説明し，本研究の対象として工業分野

における高温生産プロセスに着目した背景を述べ，目的を示す． 

 

図 1.1(a)付加製造世界市場全体の売上推移 2)  (b)付加製造技術の使用用途割合 3) 
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1.1.1 工業分野における付加製造技術の活用動向 

 
図 1.2 付加製造技術の産業別利用割合 4) 

 

付加製造は材料をボトムアップで積層し 3D 形状を得る為，加工が難しい形状や，細かなカ

スタマイゼーションが要求される分野への適用が進んでいる．図 1.2 に世界の付加製造技術の

使用割合のうち上位の項目を示すが，航空機や医療などの部材単価が高く上述の特徴に適合す

るセグメントでの使用割合が高い一方，装置や治工具など工業機器・装置産業向けの用途が最

多の 19.8%であることが確認できる 4)．工業分野において付加製造の適応性が高い用途につい

て以下に示す． 

 

1. 治工具などの小ロット品 

工業機器や治工具は，コンシューマー製品などに対し必要数が少ないため，手作業や切削

加工等により少量のみを製作する場合が多く，設計やコストについても制約が伴ってきた．

一方で付加製造は金型等を必要とせず構造体の製作が可能な為，図 1.3に示す通り，一定の

生産量までは既存製法に対してコスト面が優れるという利点がある．この利点を活かして

治工具系の製作に付加製造を用いる事例が報告されている．Volkswagen では生産ラインの

樹脂製治具作成に 3Dプリンタを導入し，治具にかかるコストを 90%程度削減するとともに

納期短縮も果たしている 5)． また日産自動車でも同様の活用事例が報告されており 6), 実ラ

インでの活用が旺盛に進んでいる． 
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図 1.3 付加製造と既存製法における，生産数量とコストの概念図 

 

2. スペアパーツ調達 

販売製品のスペアパーツ供給は生産メーカーにとって，必要量が少量かつ注文時期が不

定期な場合が多く，在庫確保や旧型の金型の継続保有などの観点で負担が大きい．これらの

課題に対し，スペアパーツ調達対応にも付加製造が活用され始めている．付加製造は 3D モ

デルデータがあれば必要なタイミングで少量～中量を生産できる利点があり，例えば

DAIMLERがバス用のスペアパーツ生産へ導入するとともに７)，SOLIZEと日本HPおよび日

産自動車が生産終了になった部品のオンデマンド製造を開始するなど 8)，実用化が進んでい

る． 

 

3. 加工数や組み立て数の多い複雑形状品の製作 

内部に空孔を含むような複雑構造や加工数の多い部材についても付加製造の展開が進ん

でいる．従来の切削加工等では複雑形状になると加工数が増えるとともに，複数の部材から

組み立てる必要があり，製造コストは増加方向であった．一方で付加製造では複雑形状をボ

トムアップで積層するため，上述のような部材も追加加工を抑制して製作することが可能で

ある．この利点を活かし，例えば GEでは従来 20個の部材から構成されてきたエンジンパ

ーツを 1つの部材に設計変更し付加製造で製作することで，製造コストの削減に成功してい

Cost

Quantity

Conventional
manufacturing

Additive
manufacturing
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る 9)．この複数部材の一体設計については part consolidationと呼ばれ，アカデミアによる

研究も活発に進められている 10)11)． 

 

 上記の利点を活かし，少量且つ複雑形状の多い工業分野で付加製造の採用は着実に広まりつ

つある．一方で，付加製造で実用部材を作成する際には，用途毎に適切な方式を選定すること

や，高機能な複雑形状部材を設計するにあたり最適化設計の活用が重要となる．加えて，工業

分野での活用においては，製作物の精度やコストと工数の兼ね合いの精査も必要である． 

 これらの付加製造技術の新規獲得や作り込みに向け，各メーカーとも活動を活発化させてお

り，国外では，BMWがAdditive Manufacturing Campusを開設し付加製造技術の実用化を

加速させるとともに 12), 材料メーカーの BASF 社は付加製造受託企業の買収による付加製造

プロセス技術獲得を進めている 13)．また国内でも，AGC がオープンイノベーションの推進を

目的とした新研究開発棟の付加製造技術のエリアを構えて用途開拓を加速させるなど 14)，多く

の取り組みが進んでいる 15)． 

一般的に上記のようなメーカー内で構築された技術知見，ノウハウは企業の競争力維持の観

点で秘匿される傾向が強い．一方で，工業分野において付加製造技術のさらなる用途拡大にお

いては，上記の技術課題やその解決方法を体系化して纏めて公表・活用するなどして，外部企

業の技術導入を促すことも重要と考えられる．例えば先述のGEやBASFなどでは，自社の付

加製造技術を用いたコンサルティングやソリューション事業を始動させるなど，付加製造技術

の設計および製造技術の作り込みは競争力が高い技術であることが窺い知れる． 

 

1.1.2 AM技術の分類 

次に付加製造の歴史と各種方式について述べるとともに，工業用途で特に需要の多い，金属

付加製造に着目し各方式の特徴を説明する． 

付加製造の起源については，1970年代末-1980年代初頭に，当時名古屋市工業研究所の小玉

秀男氏による液槽光融合の原理発明とされている 16)17)．その後，本方式の装置については 1986

年に 3Dsystems社を設立および翌年に販売された．また，1989年には S.Scott Crump氏が材

料押出法の 1つである溶融物堆積法 (Fused Deposition Modeling: FDM)を開発および特許化
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し Strasys社を立ち上げるなど 18)，以降各社が複数の付加製造方式を発明および事業化してき

た． 

付加製造技術の国際規格は 2009年アメリカの国際標準策定団体 the American Society for 

Testing and Materials(以下，ASTM)がAdditive Manufacturingを用語定義し，委員会 F42

を立ち上げたのが最初とされている 19)．その後， International Organization for 

Standardization (以下，ISO)も 2011年に ISO/TC 261 Additive Manufacturing を発足させ

た後，ISOとASTM合同で，ISO.ASTM FDIS 52900を発行している．日本でもこの規格を

基に日本産業規格 JISがB9441:2020を発行されており，付加製造プロセスのカテゴリについ

ては表 1.1の 7つに分類されている 20)21)． 

 

表 1.1 付加製造技術の分類(ASTM F2792 および JIS B9441:2020) 20)21) 

 

 

番号 用語 定義

Binder Jetting 3.2.1 結合剤噴射,
バインダジェット,BJT

液状の結合剤を選択的に供給して，
粉体材料を結合する付加製造プロ
セス

Directed Energy Deposition 3.2.2 指向性エネルギー体

積,DED

集束させた熱エネルギーを利用して
材料を溶融し，結合し，堆積させる
付加製造プロセス

Material Extrusion 3.2.3 材料押出
MEX

ノズル又はオリフィスから材料を押し
出し，選択的に供給する付加製造プ
ロセス

Material Jetting 3.2.4 材料噴出,マテリアル
ジェット,MJT

造形材料の液滴を選択的に堆積す
る付加製造プロセス

Powder Bed Fusion 3.2.5
粉末床溶融結合,パウ
ダーベットフュージョ

ン,PBF

熱エネルギーを使用して粉末床を選
択的に溶融凝固する付加製造プロ
セス

Seet Lamination 3.2.6 シート積層,SHL
シート状の材料を積層し，層間を結
合して造形物を形成する付加製造
プロセス

VAT Photopolymerization 3.2.7 液槽光重合,VPP
容器内の液体光硬化性樹脂を光重
合によって選択的に固化する付加製
造プロセス

JIS B9441:2020ASTM F2792での呼称
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図 1.4 造形方式毎の装置売上の割合 

 

一方で，表 1.1に示す 7つの造形方式の中でも活用状況には差が生じている．図 1.4に 2020

年度の全世界の付加製造装置の売上に占める各造形方式の割合について示す 22)．この中でも工

業分野における実用部材への技術展開を想定し，金属材料について着目して纏めると，金属材

料が付加製造全体に占める割合は全体の 46.5%だが，その大部分が所謂 PBF方式(熱源:レーザ

ー，電子線)である事がわかる．次いで DED 方式(熱源:レーザー，電子線)，MEX，BJT方式

が続いている．これらの主要方式について，プロセスの概念図と活用事例を以下に説明する． 

 

(1) 粉末床溶融結合 Powder Bed fusion 

熱エネルギーを使用し，粉末床を選択的に溶融凝固する付加製造プロセスである．図 1.5に

装置構成を示す．図左側の供給エリア内に粉体材料が貯えられており，粉末床への材料供給時

には，エリア内のピストンが供給分の厚み分上昇し，その後ローラーやスキージ等により粉体

が運搬される．その後，レーザーや電子線などの熱源が選択的に粉末床へ照射され，表面の粒

子を選択的に溶融および凝固させる工程を繰り返し，造形体が得られる．金属の付加製造の中

では，表面の性状が比較的滑らかで且つ造形の解像度が高いため，実用部材の製作等に広く活

用が進んでいる．また，粉末床内に可能な限り造形体を敷き詰めて配置することで，1 回の造

形あたりの製作数を増やす事が可能である．この為，適切な製作対象においては付加製造の中 
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図 1.5 粉末床溶融結合 

 

では高い生産性での部材製造が可能なであり，例えば，BMWにより実用部材へのマスプロダ

クションにも使用されている 23)．一方で，粉体を敷き詰める工程や，1熱源あたりの照射可能

範囲の兼ね合いもあり，造形エリアは商用ベースでは 1辺 300mm~600mm程度の機器がまだ

大半を占めており，大型の工業部材への適用においては依然課題である． 

 

(2) 指向性エネギー堆積 (Directed Energy Deposition) 

集束させた熱エネルギー利用して材料を溶融し凝固させ，堆積させる付加製造プロセスであ

る．図 1.6に装置構成を示す．粉体材料はキャリアガスによって加工点に供給され，熱源であ

るレーザーや電子線，プラズマ等も同様に加工点へ照射される．加工点では粉体材料およびス

テージや既に積層された造形体が溶融し，メルトプールがつくられ，それが凝固することで，

造形プロセスが進む．本方式は既存の機械加工機と組み合わせる事で大型化が比較的容易であ

り，近年では 2000mmの大型付加製造機も三菱重工工作機械より発表されている 24)．一方で，

造形速度次第ではあるが通常のオペレーション条件では，造形の解像度や表面性状は先述の

PBFより粗いとされるため，機械加工が前提となることや，内部構造の製作性には制限が生じ

る場合も多い．このため，目的に応じて PBFと適切に使い分ける必要性がある． 

 

 

Laser

Powder bedMelt poolPowder
supply

Leveling
roller

Build platform

Object
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図 1.6 指向性エネルギー体積 

 

図 1.7 材料押出 

 

(3)材料押出 (Material Extrusion) 

 ノズル又はオリフィスから材料押し出し，選択的に供給する付加製造プロセスである．通例

的に溶融物堆積法 (Fused Deposition Modeling: FDM16)18))と呼ばれることもある．図 1.7に

装置構成を示す．熱可塑性の材料フィラメントが加熱されたノズル介して，造形プラットフォ

ームへ一筆書きのように供給および冷却されることで造形プロセスが進む．金属への適用にあ

たっては，ノズルを介しての熱の授受のみだと金属を溶融させることが難しい．そのため，材

料を熱可塑性樹脂と金属粉からなる混錬物とし，先ずは本方式で熱可塑性樹脂を溶融および成

形させグリーン体の造形体を得て，その後電気炉等でデバインダーおよび焼結させ金属構造体

を得るプロセスが適用されつつある 25)．同様の既存方式としては金属粉末射出成型法(Metal 

Laser

Melt pool Powder

Object

Build platform

Object
Support
material

Nozzle Heater

Material
filament
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図 1.8 結合剤噴射 

Injection Molding: MIM)があげられる．PBFやDEDと比較し，高価な熱源を使用する必要が

ないため，装置価格を抑えられるメリットがあり，試作用途等で活用が始まっている．一方で，

焼結時に 20%程度外形が縮むなどの特徴もあり，外形の大きさの制限や制御の難しさが課題と

いえる． 

 

(4)結合剤噴射 (Binder Jetting)  

液状の結合剤(バインダ)を粉末床へ選択的に供給して，粉体材料を結合する付加製造プロセ

スである．粉末材料の供給方式は前述の PBF と同様である．本方式の金属材料への適応にあ

たっては，バインダでの材料結合のみでは強度が不十分な為，材料押出と同様に電気炉での焼

結工程が必要となる．ただし，PBF同様に製作物の配置を工夫することで，1ロットあたりの

製作数増大が可能であり，材料押出より高い生産性での部材製作が可能である 26)．また，イン

クジェットヘッドを用いたバインダ塗布により，細かい解像度での造形も可能である．一方で

焼結工程を伴うため，大型部材の製作には適さない等の特徴もある． 

 

 上記の通り，付加製造の方式毎に造形可能な大きさ，解像度，適正数量，造形時の設計制約，

後工程が異なる．工業分野への用途展開においては，これらの特徴を踏まえつつ，実用上必要

な精度などの各種要件を満たす方式を選定することが重要である．また，コストの観点におい

ては，バルク状の物体をそのまま造形するのではなく，造形体積を減らしつつ必要な機能を持

つ構造を得る為にも最適化設計との組み合わせも重要である． 

Powder bedPowder
supply

Leveling
roller

Build platform

Object

Inkjet head
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1.1.3 構造最適化技術の分類と開発動向- 

 

図 1.9 構造最適化の主要方式 (a)寸法最適化 (b)形状最適化 (c)トポロジー最適化 

 

付加製造の強みを引き出す上で最適化計算との組み合わせが重要だと前章で述べたが，構

造最適化の手法方式は対象とする設計変数により，図 1.9に示す 3つに大きく分けられる． 

寸法最適化は，梁の長さや板厚等の構造的な寸法を設計変数とする最適化法である．幾何

形状の大きな変更なく最適化を行うため，設計変数が少なく大きな性能向上見込めないもの

の，汎用最適化ソルバでも多く取り扱われており，設計の下流含め広く活用されている． 

形状最適化は，構造体の境界を設計変数として取り扱う最適化法である．構造の外形が最

適化される為，形状の大きな変化が可能である．一方で構造体の内部に空孔を設けるなどの

形状変化を生じさせることはできない． 

これに対し，トポロジー最適化 27)は設計領域内の任意の箇所の材料の有無を最適化する．

この過程で内部の形態も設計変数として変更可能なため，高性能な設計解を導出することが

可能である．この内部に空孔を持つ形状の作成は，従来の加工法では工数の大幅な増大に繋

t1 t2

L1

L2

Initial design

(a)

(b)

(c)



 

11 

 

がり困難であったものの，材料をボトムアップで積層し造形体を得る付加製造の実用化に伴

い，軽量化 28)や振動抑制 29)の機能を有した部材への応用が進んでいる． 

 

トポロジー最適化のアルゴリズムについて 

次にトポロジー最適化のアルゴリズムについて概説する．トポロジー最適化では，固定設計

領域D内において最適化問題を材料の有無を判断する材料分布問題と置き換え，特性分布関数

を𝑋𝛺とし材料分布を次式で表す． 

 

𝑋𝛺(𝑥) = {
1  𝑖𝑓 𝑥 ∈  𝛺𝑑

0  𝑖𝑓 𝑥 ∈  𝐷 ∖ 𝛺𝑑
                 (3)                                                  

 

この特性関数𝑋𝛺を用いて，固定設計領域D 内の任意の点 x における材料有無を判断し，最適

構造である設計領域𝛺𝑑を導出することができる．しかし，この特性関数𝑋𝛺 は不連続関数であ

る為，これを用いたトポロジー最適化問題は数学的に解を持たない事が知られている．この

不連続問題を連続問題に置き換えるための緩和法として均質化法 30)や SIMP法 31)が代表例と

して挙げられる．一方で，設計領域内で材料が不要と判断された領域は空乏部となるが，こ

の空乏部が 3Ｄ構造体の内部に存在する場合や先述の各付加製造方式に不適な形状である場

合，造形上何かしらの追加施策や設計データの改善が必要となってしまう 32)．工業応用にあ

たっては，これらを回避する上での設計指針や，これらの工程負荷を抑制可能な手段の検討

が必要といる． 

 
図 1.10 トポロジー最適化と設計領域 

Design Domain D 

 𝑑

 ∖  𝑑
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1.1.4 Design for Additive Manufacturingについて 

図 1.11 造形則の考慮 

 

 

図 1.12 トポロジー最適化構造の付加製造時の課題 

 

前述の通り，付加製造での造形にあたっては方式毎の造形則の考慮や最適化計算の活用が重

要であるが，これらの付加製造向けの設計技術は総称でDesign for Additive Manufacturing と呼

ばれている 33)．例えば造形則を考慮した設計ついては，図 1.11に示す造形方向のオーバーハン

グ角を考慮したサポート材設置の有無や，PBF方式における構造体内部の粉抜きの考慮等があ

げられる．また最適化設計においても図 1.10で示したトポロジー最適化構造を PBFやMEX方

式で造形すると，内部の空孔等にサポート材が必要となってしまう為(図 1.12)，軽量化を果た

Optimized
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Support
material

Support
materialBuild

direction

Stage

Build
direction

Support
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Overhang
angle

Object

Stage Stage

Powder bed Object
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しても後加工工数の増大や，あるいは奥行方向に複雑な形状を有しているとサポート材が除去

出来ない事態にも繋がり得る．これらに対して，造形則を加味した最適化計算アルゴリズムの

研究も進みつつあるが 34)，現時点では造形前に最適設計解をメッシュベースで補修，もしくは

最適解をさらに設計変更する等の対応が必要であり，工程負荷の増大に繋がるとともに，対応

出来る人材も限定されており用途拡大の妨げになっている． 

上記の設計ノウハウや知見については，アカデミアによる整理 35)36)も進む一方,  公的機関に

よる標準化についても ISO/ASTM 52910-18 Additive manufacturing — Design — Requirements, 

guidelines and recommendationsなどの規定策定が近年進められている 37)．ただ，実運用上は規定

や知見が十分でないケースが散見されており，AMSC (America Makes & ANSI Additive 

Manufacturing Standardization Collaborative)がその需給ギャップと対策の優先度について包括的

にロードマップとして纏めている 38)．その中の設計に関する項目の抜粋を表 1.2に示す．大き

くDesign guide, tools, specific application, documentation, verification and validationに区分されてお

り，例えば先述の造形則の考慮や post processing への対応についても整理されている．それら

の中で PriorityがHighに設定されている項目は， 

1.Design Guides for Specific Applications 

2.Technical Data Package (TDP) Content 

3.New Dimensioning and Tolerancing Requirements 

4.An Organization Schema Requirement and Design Configuration Control 

の 4つである．2~4については文章の標準化や，付加製造向けのトレランス等の整理であり実

用上の必要性が高いのは自明であるが，一方で 1の特定用途に対する設計指針についても，付

加製造のアプリケーションを拡大する上も重要度は非常に高い．これまで述べてきた通り，付

加製造は設計自由度が高い上に，方式毎の造形則や品質の考慮など，多くの制御因子がある．

このため使用用途に応じた作り込みが重要なのだが 技術の作り込みが難しい産業分野や試作

評価の負荷が重い技術分野にとっては特に注視すべき観点と考えられる．これは，付加製造技

術全体の技術発展により，全般的な設計則や post processing の対応などは指針が確立されてい

く一方で，当該分野においてはその全般的な指針では当該分野特有の技術的課題の解決には不

十分な事態が想定される為である．この解決にあたり，当該産業分野に精通した技術者が，

DfAM技術の進展を注視および適宜獲得し当該分野に展開する事が，今後益々重要になってい

くと考えられる． 
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表 1.2 AMSCロードマップにおける付加製造技術の設計関連課題 38) 

Segment Title Priority 

Design guide 

General Guides for AM Medium 

Process-Specific Guides for AM Medium 

Design Guides for Specific Applications High 

Machine Customizable/ Adaptive Guides for AM Medium 

Design Guide for Post-processing Medium 

Design tools 

A Machine Input and Capability Report Medium 

AM Simulation Benchmark Model/Part Requirement Low 

Standardized Design for Additive Manufacturing 
(DFAM) Process Chain 

Medium 

Design for specific 
application 

Design for As-built Assembly Low 

Design for Printed Electronics Medium 

Design for Medical Medium 

Design Documentation 

Technical Data Package (TDP) Content High 

New Dimensioning and Tolerancing Requirements High 

An Organization Schema Requirement and Design 
Configuration Control 

High 

A Neutral Build File Format Low 

New Terminology in Design Documentation Medium 

In-Process Monitoring Medium 

Documentation of New Functional Features and 
Surface Features 

Low 

An Acquisition Specification Medium 

Design Verification and 
Validation 

Design for Measurement of AM Features/Verifying 
the Designs of Features such as Lattices, etc. 

Medium 
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1.1.5 付加製造技術の高温生産プロセスへの展開 

これまで述べた通り，工業分野への付加製造技術の適用は進んでいるものの，各造形方式や

最適化設計の強みを活用した DfAM 技術の構築は依然需給 Gap がある上に，各アプリケーシ

ョンでの技術の作り込みが重要な状況である．この為，今後の付加製造の用途拡大を見据える

と，工業分野の中でも技術の作り込みの難易度が高く，且つ波及効果の高い分野におけるDfAM

構築が競争力を有する技術構築に繋がり得ると考えられる．そこで本研究では日本の生産技術

の中でも競争力が高いといわれる金型などの高温環境かつ技術の作り込みが難しい分野での

付加製造技術活用に着目する． 

金型を例に取り組む方向性を統計情報等から考察する．図 1.13に 2019年の金型生産額にお

ける世界のシェアを示すが 39)，日本は中国，アメリカに次いで 3位と高いシェアを誇る．また

以下に続く韓国，ドイツも工業国であり当該技術で技術的な競争力を維持する事は，今後日本

がものづくりで世界と戦い続ける上でも重要度が高い事が伺える．また，図 1.14には機械統計

(従業員 30人以上)での金型生産実績の推移を示すが 40)，2011年と 2019年を比較すると生産数

量自身は約 30%減少しているものの，生産金額は約 26%増加しており，高単価化が進んでいる

事も確認出来る．この方向性は，付加製造による少量の難形状造形や高付加価値化とも適合性

が高いと考えられる． 

また機械統計に基づく 2018年の国内の金型用途割合は，プレス用金型 39.0%，プラスチック

用金型 32.6%，ダイカスト用金型 13.4%，鍛造用金型 8.5%となっている．この際，金型の温度

は,プラスチック用型では成形対象にもよるがスーパーエンジニアプラスチックの PEEK など

では 150℃~200程と高温帯となる上 41)，ダイカスト用途では 400℃以上での使用が想定される

42)．一方で，これらの金型での成形品質の向上を目標に，温度分布や圧力分布をオペレーショ

ンの最適化で解決する手段については多くの検討が進められてきたが 43)44)45)，1.1.1項で述べた

付加製造技術の工業分野の展開や，上述の金型の高付加価値化のトレンドを踏まえると，金型

自体の構造を改良し温度や機械特性の制御性を高める技術は今後さらに重要度が増すと考え

られる． 

一方で，上記金型は使用温度環境が高温で過酷である点も踏まえると，付加製造や最適構造

を用いる際の実環境でロバスト性やトレランスの評価およびその改善活動は，常温のアプリケ

ーションよりも難易度が高いと想定される．また，成形バリエーションの多さや外形上の複雑
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性を考えると，設計工程の負荷を抑えつつ高機能な最適構造を得る事が出来る，設計手法の開

発も重要と考えられる．加えて，高温で使用する金型向けのこれらの付加製造技術は，同様に

高温で材料を成形する窯業，鉄鋼業，ガラス製造など全般への展開も期待でき，工業分野全般

への波及効果も期待できる． 

 

図 1.13 2019年の全世界の金型生産高 39) 

 

 

図 1.14 2011年から 2019年の日本国内における金型生産量および金型生産高 49) 
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1.1.6 ラティス体積分率分布最適化 

 

図 1.15 ラティス構造の例 

 

これまで述べきた課題を踏まえると，設計負荷や付加製造の造形則の制約を抑えつつも高

機能な解を導出できる最適化手法を確立し，高温環境での用途へと展開した上で実用上の性

能や精度を評価することは，工業分野における付加製造技術の用途拡大に大きく寄与できる

と考えられる．本研究では，上記内容に適した最適化計算方法としてラティス体積分率最適

化 46)を提案する．ラティス構造は付加製造に適した構造であり，外形を従来通りに保ちつつ

も，内部の剛性などの機械的特性を制御する事が可能である 47)．この構造を用いた最適化手

法がラティス体積分率分布最適化であり，単一のラティス構造を構造体の最小単位であるユ

ニットセルとして取り扱い，構造体内部でその配置を目的関数に応じ最適配置する．つまり，

対象構造の最適化問題をラティス構造体の体積分率分布問題に置き換え，機能性を有する構

造の導出を行う．これまで軽量化時の剛性最大化 46)や振動特性の改善 47)等への適用が報告

されている． 

この方式では構造の最小単位であるユニセットセルを積層造形装置での製作性が担保さ

れた形状に設計出来れば，そのユニットセルから構成される最適構造も製作性を損なわず設

計可能だと考えられる．またトポロジー最適化と同様のアルゴリズムを用いた高性能な設計

解の導出も可能なため，最適解の修正工程の削減と高機能な最適解の両立が期待できる．こ

れらのユーザービリティと最適構造の両立は，前述の通り設計や評価が難しく，使用環境が
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厳しい高温生産プロセス向けの機器や金型へ付加製造技術を適用する上で有用と考えられ

る． 

 

1.2本研究の目的 

近年，付加製造技術の実用部材への適用が加速しており，その中でも，工業分野については

構造最適化と組み合わせる事で，既存部材や設備の高機能化や軽量化を達成できる利点が注目

され，さらなる用途展開が期待されている． 

一方で，構造最適化により設計された高性能かつ複雑な形状を付加製造で製作する際には，

製法に起因する形状の制約を考慮した設計変更が必要になる為，設計工程の負荷が大きくなる

点が課題の 1つである．これらの課題について，2018年米国AMSCで標準化動向を網羅的に

纏めており，基本的な設計則などの整備は勿論だが，アプリケーション毎の作り込みや設計指

針の確立について優先度が高いと提言している． 

上記を踏まえ，工業分野の中でも日本が得意とする金型や工業分野へ付加製造技術の適用拡

大を考えると，高温分野における性能評価や，最適構造による熱関係の機械特性の制御，一点

ものや外形状の複雑さに対応した，設計負荷の少ない最適計算手法の確立が重要だと考えられ

る． 

そこで，本研究では工業分野で需要の多い高温環境の生産プロセスへ，構造最適化と付加製

造技術を組み合わせた高機能な部材を展開するべく，高性能な最適解の導出と付加製造での製

作性を両立した部材設計を可能とする構造最適化手法の開発を目的とする．また本研究におい

ては，机上での最適解の導出だけでなく，製作性や実際に製作された部材の設計解との性能差

など，技術の社会実装において重要と考えられる課題の解決にも着目し検討を進める．上記の

取り組みを通じ，高温生産プロセス向けのDesign for Additive Manufacturing 技術の確立を

目指す． 

 

1.3本論文の構成 

 以下第 2章では，今回の検討対象である，高温生産プロセスにおける金型や生産設備の高機

能化の開発動向と課題について纏め，この課題解決方法としてラティス体積分率最適化を提案

し，同手法を用いた最適化のワークフローと，研究対象とした課題について説明する． 

 第 3章では代表体積要素法(RVE法)を用いた, 熱伝導率制御ラティスユニットセルの設計方
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法について述べる．また，数値例として，内部空孔の基準寸法を設計変数として実効熱伝導率

を算出し，実効熱伝導率の制御範囲を確認するとともに，設計変数に対する実効熱伝導率の近

似式を算出する．加えて，内部空孔の基準形状の差異や，主要な金属付加製造方式である PBF

法で本構造を製造する際に必要な粉抜き穴が実効熱伝導率に及ぼす影響についても解析によ

り評価する． 

第 4章では，3章で設計したラティスユニットセルについて，その実造形品の性能確認を目

的として，レーザー焼結式の金属付加製造装置でユニットセルから構成される試験片を作成

し，温度傾斜法を用いて熱伝導率を測定する．この際，3 章で設計した空孔形状や外形が異な

る試験片についても作成および性能評価し，体積分率だけでなく空孔形状が実効熱伝導率に及

ぼす影響と解析結果との差異について明らかにする． 

 第 5章では，3章および 4章で設計したユニットセルを用いて，ラティス体積分率最適化に

より構造体の温度分布制御設計手法を開発し，その内容を説明する．次に数値例として任意表

面の温度分布について，最大化および均一化制御する最適構造を導出する．また最適構造を付

加製造用に 3D フルモデル化した上で同等の境界条件で熱伝導解析を行い，3D モデル化工程

の妥当性についても確認する． 

 第 6章では 5章で設計した最適構造をレーザー焼結式の金属付加製造装置で造形し，CTキ

ャンで造形体の製作性や寸法精度を評価する．また温度分布制御能力の実証試験として最適構

造とリファレンスの温度分布を比較し改善効果を評価する．  
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第 2章 高温プロセス向けの構造最適化と付加製造技術 

本章では，本研究で着目する高温生産プロセス分野における構造最適化技術の開発動向につ

いて述べる．次に本研究で取り扱うラティス密度分布最適化について詳細を説明するととも

に，高温プロセス向けに当該技術を適用する上での実状・課題についても述べる． 

 

2.1 高温生産プロセスにおける構造最適化設計の取り組み 

 

図 Conformal Cooling channelの設計検討例 

高温環境の生産プロセスで用いられる金型や機械設備などにおいて，構造体内部および表面

の温度分布制御は構造体の変形抑制や生産品質制御等の観点で重要であり，これまで多くのエ

ンジニアリング的な対策が検討されてきた．例えば，誘導加熱を用いた手法 48)，蒸気加熱を用

いた手法 49)等がある．  

しかし，これらの手法は熱をあえて加えることにより，能動的に金型の表面温度を制御可能

であるものの，機構が複雑になり金型のコスト増は避けられない．他方，近年，付加製造技術

の普及が急速に進み，樹脂のみならず，高強度・高熱伝導率の金属材料においても微細な造形

が可能になっている． 

金型への付加製造技術の活用例としては内部の複雑構造の形成を得意とすることから，高効

率冷却や，熱交換器への応用が盛んに検討されている 50)．このうち，内部の冷却構造を自由度

高く配置する設計はConformal Cooling Channelと呼ばれ，国内外で報告例が増えてきている 

51)52). このような金型の利点としては，先に述べた能動的な制御技術を導入せずとも，金型の

温度を意図的に設計できる点があげられる． 
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一方で前章でも述べた通り，付加製造においては造形物の形状自由度が従来法と比較し飛躍

的に向上しており，その構造設計についても，抜本的な見直しが進んでいる．設計手法の一つ

として，数値計算を活用し，優れた最適構造を導出するという構造最適化法の導入が進められ

ている．その中でもトポロジー最適化 27)は熱伝達率最大化問題 53)に関する検討例がこれまで

もあり，近年は付加製造装置で最適構造を実際に造形し熱性能を実験検証した報告例も確認さ

れている 54)．しかし前章で述べた通り，トポロジー最適化により導出された最適構造を付加製

造装置で造形する際には，付加製造装置の造形則に起因する設計制約を踏まえた形状変更が必

要であり，用途拡大に向けた課題である． 

 

2.2 ラティス体積分率分布最適化の熱関係への展開 

上述の課題解決に向けラティス体積分率分布最適化の熱関係への適用を本研究では検討す

る．本手法では気孔形状を工夫することにより，軽量高剛性 55)や軽量高熱伝導率 56)の特性を実

現できる．また，ラティス形状を局所的に変化させることにより，傾斜機能材料に似た性能を

持たせることもできる 28)．このような傾斜機能ラティス構造はトポロジー最適化に極めて類似

の最適化アルゴリズムで設計できる． 

図 2.2 にラティス密度最適化のワークフローを示す．先ずはユニットセルの実効的物性値に

ついて，ユニットセル内の寸法代表値を設計変数として，代表体積要素法(Representative volume 

element: RVE法)を用いて導出する 57)．その近似式を設計領域 Ωにおける状態方程式に代入し

て解いた後，目標関数および制約条件を計算する．目標関数が収束していない場合は，随伴方

程式を解くことで目標関数と制約条件の感度を計算し，逐次凸関数近似法の一種である MMA

法（Method of Moving Asymptotes）58）を用いて，設計変数を更新する． 

ここでユニットセルの設計で用いる RVE 法について図 2.3 に示す．この手法ではミクロレ

ベルで不均質な複合材料から成る構造体の特性を表現するにあたり，微小領域の特性を評価し

た上で，構造体がこの微小領域から構成されると捉え全体の特性を算出する．この際，この代

表的な微小領域を代表体積要素(RVE)，あるいはユニットセルと呼ぶ 59)．この手法は機械力学

的特性値以外にも熱伝導率等を対象にすることも可能であるとともに，固体材料と空気や冷媒

との組み合わせにも拡張可能なため，温度制御を伴う構造体のラティスユニットセルの設計に

も適用可能であると考えられる． 
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図 2.2 ラティス密度分布最適化のワークフロー 

 

 

図 2.3 RVEおよびユニットセルの概念 

Main
Structure

RVE Unit cell

Converged?

Update the design variable
using MMA

Prepare the approximation function of
the effective mechanical property of

the unit cell with respect to design variable

Calculate the effective mechanical property
of each lattice using the approximation function 

Calculate the objective function 

Calculate the sensitivities of 
the object function

End
No Yes

Calculate the governing equation in main 
structure using FEM
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ここで本方式をトポロジー最適化のアルゴリズムと比較する．SIMP法 31)を用いたトポロジ

ー最適化では設計領域に0から1の連続関数で表される密度関数を定義する事で連続問題に置

き換える．一方でラティス体積分率最適化においても，最適化対象となるユニットセルの特性

を，設計変数 d  (0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)に対応させることが可能である．このため，ラティス体積分率

分布最適化はトポロジー最適化と類似のアルゴリズムでの設計が可能であるといえる 60)． 

従来工法や先行事例を踏まえ，本方式を熱関係の工業分野に適用するにあたり，有用と考え

られるアプリケーションを下記に 2つ提案する． 

 

1.内部温調媒体の流路設計への活用 

1つは先程のConformal Cooling Channelと同様に内部冷却流路への展開である．これは

冷却水流路を固体材料と冷媒から構成されるユニットセルに置き換え，最適配置させるもの

である．Conformal Cooling Channelの設計においては，付加製造の制約を加味した最適解

の設計変更の必要性があるが，ラティス体積分率分布最適化を用いる事で，この設計変更を

大きく抑制できる可能性がある．この技術にはついては 2019 年に竹澤らが解析での実証を

報告するとともに 60)61)，2020年に実験での能力評価を報告している 62)． 

 

 

図 2.4 ラティス体積分率分布最適化を用いた冷却回路の最適構造例 
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2.熱伝導率分布制御への活用 

もう 1つが，熱伝導率を制御可能なユニットセルを設計した上で，構造体の熱伝導率分布を

ユニットセルの配置によって最適化し，特定箇所の温度分布制御へ活用する方法である．従来

もトポロジー最適化により熱伝導率を制御しようとする試みはあったが，ラティス体積分率分

布最適化で達成できれば，設計工数を抑えた実用性がより高い手法が確立できるとともに，前

述の高機能冷却化などの温調機能の高性能化開発との相乗効果も期待できる． 

一方で工業分野での実用にあたっては，試作用途以上に設計解と実部材の性能差の明確化

や，大型化への対応なども重要であるため，以下に主要な検討項目を列挙する． 

 

a)ユニットセルの各種設計要素が,実効熱伝導率へ及ぼす影響 

 構造材料と空気から構成されるユニットセルを想定した際，その設計の自由度の高さを考慮

した以下の検討項目があげられる． 

・空孔部の形状が実効熱伝導率の制御性に及ぼす影響 

・セルのスケールが実効熱伝導率に及ぼす影響 

・内部形状の等方性・異方性による実効熱伝導率の制御性の差異 

図 2.6に示す通り，同一の体積分率のユニットセルでも複数の空孔形状を取りうる為，製作性

も増えつつ上記を踏まえた設計指針の確立が重要だと考えられる． 

 

b)付加製造での製作誤差が,ユニットセルの実効熱伝導率に及ぼす影響 

 設計時点での誤差に加え，付加製造での製作に伴い生じる実効熱伝導率への影響も想定され

る．1 章で述べた通り，方式による製作誤差に加え，粉抜き穴やサポート材の影響，空孔形状

による製作性の差異による影響を確認し，誤差の程度を明確にする必要がある． 

図 2.6 ユニットセルの空孔形状の例 (a)立方体空孔 (b)球状空孔 (c)三角柱空孔 

Inner pore

Inner pore
Inner pore

(a) (b) (c)
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c)温度分布制御向けのラティス体積分率分布最適化計算技術の開発 

 ラティス体積分率分布最適化の温度分布制御については，温度均一化や任意の点の温度差制

御への展開例はまだ無く新規の開発が必要である．でまた，先述のユニットセルの設計変数に

対する実効熱伝導率の近似式を用いて算出した最適構造に対し，実際に付加製造造形する詳細

な 3Dモデルでの解析した際に精度が担保できるかについても確認が必要である． 

 

d)ラティス体積分率分布最適構造体の製作性および能力評価 

 ラティス体積分率分布の熱伝導率分布最適化ワークフローについては，図 2.2の内容を，ユ

ニットセル部分の実効物性値を実効熱伝導率に，構造体全体の計算については温度分布を対象

にする等の変更が必要である(図 2.5)．導出された最適構造についても，ユニットセルと同様に

製作性に伴う誤差が想定される為，その確認と，実際の温度分布制御能力の精度についての確

認が必要である．この際，工業応用を考える上では一定以上の大きさで造形した上で，大型化

に向けた課題の抽出も必要と考えられる． 

 

図 2.5 温度分布最適化問題についてのラティス体積分率分布最適化フロー 

Converged?

Update the design variable
using MMA

Prepare the approximation function of
the effective thermal conductivity of

the unit cell with respect to design variable

Calculate the effective thermal conductivity
of each lattice using the approximation function 

Calculate the objective function 

Calculate the sensitivities of 
the object function

End
No Yes

Calculate the temperature distribution
in main structure using FEM



 

26 

 

 熱伝導率制御に関するラティス体積分率分布最適解について温度分布問題へ展開するとと

もに，上述の a)~d)のミクロからマクロに渡る課題を一貫して検討し纏めた事例はなく，これ

らを明確にする事は，工業分野特に高温プロセスの分野における付加製造技術の用途拡大に大

きく寄与できると考えられる．上記を踏まえ，以下 3章から 6章では上述の a)~d)について詳

細検討を進める．  

 

2.3 結言 

本章では高温生産プロセスにおける金型等の生産設備の高機能化設計の動向および付加製

造技術適用に向けた展望と課題を先ず述べた．次に，解決策としてラティス体積分率分布最適

化の適用可能性について述べるとともに，実用に向けた課題をあげ本研究の目的を示した．以

下にその要約を記す． 

 

1. 高温生産プロセス向けの高機能化設計は従来から多くのエンジニアリング的な改善

施策が検討されてきた．一方で近年は付加製造技術の実用化に伴い，内部の複雑構造の

形成を得意とすることから，高効率冷却や，熱交換器への応用が盛んに検討されている． 

 

2. 付加製造においては造形物の形状自由度が従来法と比較し飛躍的に向上しており，そ

の構造設計についても革新進んでおり，トポロジー最適化を始めとした構造最適化法の

導入事例が多く報告されている． 

 

3. 一方で最適構造を付加製造で造形するには，付加製造装置の造形則を加味した構造設

計が必要であり，この課題の解決と高性能な最適構造の両立を目指し，本研究ではラテ

ィス体積分率分布最適化を当該分野へ適用する事を提案した． 

 

4. ラティス体積分率分布最適化は均質化法により材料部材と空孔や冷媒から構成され

るユニットセルを設計した後，構造体内部のユニットセルの配置を目標関数に従い最適

配置する． 
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5. 本方式を高温生産プロセスに適応するにあたり，ユニットセルから構成される冷却回

路を最適配置と活用する案と，ユニットセルにより熱伝導率を最適配置させ，温度分布

を制御案の 2つを提案．本研究では後者に着目して検討を進める事とした． 

 

6. その上で，ミクロからマクロに渡る本方式の精度などの課題を提案し，各課題を一気

通貫で検討することで，高温プロセスにおけるラティス体積分率分布適用を目指すこと

とした． 
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第 3章 RVE法を用いた熱伝導率制御ラティスユニットセ

ルの設計手法 

 本章ではラティス体積分率分布最適化を熱問題へ展開するにあたり，熱伝導率制御が可能な

ラティスユニットセルの設計を行う．ユニットセルの設計にあたっては代表体積要素法(RVE

法)を用いるとともに，ユニットセルのパラメーターのうち，実用上とくに重要と想定されるも

のについて，実効熱伝導率に及ぼす影響を評価する．具体的には，ユニットセル内の空孔形状，

レーザー焼結式の金属付加製造装置での製作にあたり必要な粉抜き穴の寸法，ユニットセルの

外径について評価する．最後にユニットセルの設計変数と実効熱伝導率の相関について，近似

式を得て，次章以降の構造体の熱伝導率分布最適化に適用させる． 

 

3.1 ラティスユニットセルの基本設計 

3.1.1 ラティスユニットセルの状態方程式 

本研究で用いるユニットセルの基準形状を図 3.1 および図 3.2 に示す．ユニットセルは立方

体構造であり，内部に熱伝導率制御のため空孔を有している．この検討において，温度境界 Γ1

から入熱を受ける設計領域Ωの状態方程式は，次の式で表される． 

−∇・(𝜆∇𝑇) = 0 in   

𝑇 = 𝑇0 on Γ1    （3.1） 

ここで，Tは温度，λは熱伝導率，T0は温度境界 Γ1での温度である．なお，問題を簡略化し，

熱伝導問題に対するトポロジー最適化で用いられるように，熱輻射の影響は無視するものとし

た 63)． 
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3.1.2 ラティスユニットセルの実効熱伝導率の定式化 

このユニットセルの実効熱伝導率テンソル λ*は，セルの巨視的なエネルギーの総和と局所的

なエネルギーの総和が等しいことを示す式（3.2）より，直接計算して求められる 64)65)．  

  （3.2） 

ここで，𝛻𝑇はユニットセル全体の温度勾配，𝛻𝑇は局所的な温度勾配である．𝜆11
∗ は式（3.2）よ

り，𝛻𝑇1 ≠ 0.0かつ𝛻𝑇2 = 𝛻𝑇3 = 0.0で示される境界条件での計算によって導出できる．𝜆22
∗ およ

び𝜆33
∗ の導出も同様である．本研究では，ディリクレ境界条件として温度勾配を与える際は，

𝛻𝑇𝑖 = 1.0となるよう対面する境界に対し片面に T=1.0を，対面に T=0.0を設定した．周期的境

界条件を与える際は𝛻𝑇𝑖 = 0.0 とした． 

 

 

 
図 3.1 立方体空孔ユニットセルの境界条件 

 

 

 
図 3.2 球状空孔ユニットセルの境界条件 
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この際，セル内部の立方体状の空孔の 1辺の長さDを設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)と対応するよ

うに定式化し，設計変数毎に実効熱伝導率を算出した． 

 また，ユニットセル内の内部空孔の形状については，球状の場合も検討した．その際には立

方体空孔の場合と同様の境界条件を与えるとともに，球状の径Dが設計変数 dと対応するよう

に定式化した． 

 

3.1.3 ユニットセルの粉抜き穴の設計 

 本研究では，評価用の試験片の作成にあたりレーザー焼結式の金属付加製造装置を用いるが，

この方式ではレーザーにより金属粉末を選択的に溶融させて造形するため，内部に空孔を有す

るラティス構造等を作成する際には，構造体の未溶融の粉体を造形後に除去する必要がある． 

よって，今回設計するユニットセルにおいても，未溶融粉体除去用の粉抜き穴を追加し(図 3.4

参照)，この穴径が実効熱伝導率に及ぼす影響を確認した． 

 

3.1.4 ユニットセルの壁厚の設定 

ユニットセルの設計にあたっては，セル内部の空孔の代表長さDを設計変数 dと対応させる

必要があるものの，空孔の大きさの上限については，選定する付加製造方式の造形則を加味し

て設定する必要がある．特に造形則の中でも，1造形あたりの最小解像度の考慮が必要である．

例えば 1.2 節で示した造形方式のうち，DED 方式についてはノズル径にもよるものの約 1mm

程度が 1 造形あたりの最小幅となる為，少なくとも 1mm 以上の壁厚が必要となる．一方で，

SLM方式等のレーザー焼結式の付加製造装置では，0.2mm程度が最小幅となる． 

また，付加加工の専業受託メーカーなどに確認すると，製作の確度を高める上では上記の最

小改造の 2倍程度を最小厚みに設定する場合が多いとのことである．このように，用いる造形

方式と製作性の実状を考慮した上で，ユニットセルの各種寸法範囲を定める必要がある． 
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図 3.3 付加製造方式とユニットセルの最小壁厚 (a) DED方式 (b)SLM方式 

 

3.2 数値例 

3・2節で定義した設計方法を踏まえて，ユニットセルの実効熱伝導率と各パラメーターとの

相関について評価し，本計算方法の妥当性を確認した． 

 

3.2.1 立方体状の内部空孔のユニットセル 

先ずは図 3.4に示す立方体の空孔を持つユニットセルの実効熱伝導率について評価した．ユ

ニットセルは 3.2節で示した構造を元に設計し，セル外形の一辺を 5.0 mmとした．内部の立

方体空孔の一辺の長さ D (1.0mm ≤ 𝐷 ≤ 4.5mm)を設計変数設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)と対応す

るよう𝐷 = 4.5 − 3.5𝑑の式に基づき制御し，設計変数 dを 0.1ステップ毎に変化させながら実

効熱伝導率を算出した．この立方体状空孔の一辺の長さについては，3.2.3項で述べた通り，レ

ーザー焼結式の金属付加製造装置での造形に必要な最低限の壁厚を維持することを考慮し，上

限値を設定した． 

また，3.2.2項で述べた通り，ユニットセルには粉抜き穴を設計した．その際，粉抜き穴径は

1.0 mm および 2.0 mm の 2 ケース用意し，実効熱伝導率の制御範囲を評価した．材料は

SUS316-L を想定し，熱伝導率𝜆0 = 16.7W/(m ∙ K)とした．また有限要素法解析（Finite 

Element Analysis: FEA）の際は，商用ソフトのCOMSOL Multiphysics（COMSOL AB社，

スウェーデン）を用いた． 
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各条件における設計変数と実効熱伝導率の相関を図 3.5に示す．粉抜き穴径 1.0 mmの場合，

設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)に対して，実効熱伝導率は の範囲で制御するこ

とができた．一方，粉抜き穴径 2.0 mmの場合は，設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)に対して，実効熱伝

導率は の範囲での制御となった．いずれのケースも，内部空孔が粉抜き

穴径を下回る設計変数以降では，実効熱伝導率が一定となった．同一の設計変数に対して実効

熱伝導率の制御範囲が異なるのは，粉抜き穴による金属部の体積減少量の差異が影響したと推

察される． 

上記の点を踏まえ，ユニットセルのバルク状態を 1.0 とした時の体積分率のみで実効熱伝導

率が求められるかを検証するため，各粉抜き穴径におけるユニットセルの金属部の体積分率と

実効熱伝導率の相関を確認した（図 3.6）．その結果，各条件の近似曲線から，同一の体積分率

であっても粉抜き穴径が異なると実効熱伝導率に差異が生じることが確認された．これは粉抜

き穴径が大きい方が，同一体積においても孔周辺の断面積が小さくなり，熱抵抗が大きくなる

ためだと考えられる(表 3.1 参照)．以上の結果から，ユニットセルの熱伝導率を算出する際に

は，ユニットセルの体積分率のみでなく，トポロジーを考慮した設計変数を設定する事が妥当

であると判断した． 

 

 
図 3.4 立方体空孔ユニットセル外形. （a） 粉抜き穴径=1.0 mm. （b） 粉抜き穴径=2.0mm.  

Powder remove
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Powder remove
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図 3.5  立方体空孔ユニットセルにおける設計変数と実効熱伝導率の相関 

近似曲線-粉抜き穴 1mm:λ = -2.440d3 - 6.376d2 + 19.860d + 2.976, R2= 1.000 
近似曲線-粉抜き穴 2.0 mm: λ = -1.040d3 – 10.097d2 + 16.404d + 2.300, R2 = 0.999 

 

 

 
図 3.6  立方体空孔ユニットセルにおける体積分率と実効熱伝導率の相関 

近似曲線-粉抜き穴 1mm:λ = -2.440d3 - 6.376d2 + 19.860d + 2.976, R2= 1.000 
近似曲線-粉抜き穴 2.0 mm: λ = -1.040d3 – 10.097d2 + 16.404d + 2.300, R2 = 0.999 
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表 3.1 立方体空孔ユニットセルの温度分布断面 

 

3.2.2 球状の内部空孔のユニットセル 

次に，図 3.7 に示す球状の空孔を持つユニットセルの実効熱伝導率について評価した．球状

の空孔を選定した理由については，2 章で述べたレーザー焼結式の付加製造における高さ方向

のオーバーハング問題に対して，立方体空孔よりも球状の空孔の方が，サポート材が必要にな
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る可能性が低い点に着目した為である．ユニットセルは 3.2 節で示した構造を元に設計し，セ

ル外形の一辺を 5.0 mm とし，粉抜き穴径は 1.0mm とした．また，内部の球状空孔の直径 D

を設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)と対応するように制御し，設計変数 d を 0.1

ステップ毎に変化させながら実効熱伝導率を算出した．  

図 3.8 に球状空孔ユニットセルにおける設計変数と実効熱伝導率の相関を示す．また，比較

用に，粉抜き穴径 1.0 mm の立方体空孔ユニットセルの実効熱伝導率のデータも掲載する．球

状空孔では設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)の範囲において，実効熱伝導率は7.8 ≦ 𝜆 ≦ 14.0W/(m ∙ K)

の範囲で制御出来る事が確認された．球状空孔は立方体空孔に対し，内部空孔部のサポート材

等の観点で造形時に有利と考えられる一方で，今回のような代表長さを設計変数と設定する系

においては熱伝導率の制御範囲が狭まる．この為，造形の制約と要求される熱伝導率の制御範

囲幅を考慮しながら，内部形状を選定することが重要と言える． 

図 3.7 球状空孔ユニットセル外形 

図 3.8  球状空孔ユニットセルと立方体空孔ユニットセルと実効熱伝導率の差異 
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3.2.3 ユニットセルのスケールアップ 

次に，ユニットセルの外形を 5.0mmから 10.0mmにスケールアップしたユニットセルにつ

いても，設計変数と実効熱伝導率の相関を確認した．3.2.3節で述べた通り，付加製造の工法に

よりユニットセルの最小解像度が異なる．一方で，従来設計からスケールを変えてもそれまで

の知見が応用出来るか，相似則が成り立つか否かは，開発負荷などの兼ね合いから工業分野で

の展開時には考慮すべき項目であり，今回検討対象とした． 

セル外形の一辺は 10.0 mmとし，粉抜き穴径は 2.0mmとし，3.3.1節で検討した 5mmユ

ニットセルの 2倍とした．また内部の立方体空孔の制御についても同様に 2倍となるように制

御し，一辺の長さD(2.0mm ≤ 𝐷 ≤ 9.0mm)を設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)と対応させ，設計変数 d

を 0.1ステップ毎に変化させながら実効熱伝導率を算出した. 

図3.10にスケールアップ前後の各ユニットセルの設計変数と熱伝導率の相関を示す．5.0mm，

10.0mm とも設計変数に対して同等に追従しており，今回の境界条件および状態方程式におい

ては，寸法比が同等であれば解析上は同等の結果が得られる事が確認できた． 

次章にて，実際の造形体を用いて両者の熱伝導率を測定し，この結果についてさらなる考察

を進める． 

 

 

図 3.9 (a)5.0mm角ユニットセル外形 (b)10.0mm角ユニットセル外形 
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図 3.10 ユニットセル外形毎の設計変数と実効熱伝導率の相関 

3.3 異方性ユニットセルの設計 

ここまでは等方的な空孔形状を持つユニットセルについて検討を進めてきたが，先述の造形

則等を踏まえると，内部空孔形状を異方性とせざるを得ない場合が想定される．例えば DED

方式ではオーバーハング角の許容度が 20°程度とされている為，造形方向の先端が楕円や鋭

利な形状となる必要がある．このような場合，図 3.11に示すような三角柱上の空孔を持つユニ

ットセルが必要になると想定される． 

一方で，図 3.11のような異方性な空孔形状を持つユニットセルにおいては，実効熱伝導率に

おいても各方向成分により異なる事が想定される上，適切な境界条件の設定についても実物で

の能力評価と合わせた検証が必要である． 

 

図 3.11 異方性空孔ユニットセル(三角柱空孔) 
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図 3.12 異方性ユニットセルの境界条件 (a) 1軸方向 (b)2軸方向 (c)3軸方向 

 

図3.12にユニットセルの外形および各境界条件を示す．ユニットセル外形の一辺は10.0 mm

とし，粉抜き穴径は 2.0mmとした．また図 3.12で示す通り三角柱の底面の一辺，高さおよび

三角柱の高さ D(1.0mm ≤ 𝐷 ≤ 9.0mm)を設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)と対応させ，設計変数 d を

0.1ステップ毎に変化させながら実効熱伝導率を算出した．また，温度境界条件は各 1軸，2軸，

3軸毎に対面する面に単位温度 1.0K差を与えた． 
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図 3.13 異方性ユニットセルの各軸方向の実効熱伝導率 

図 3.13に軸毎の設計変数と実効熱伝導率の相関について示す．それぞれの軸方向で設計変数

に対する体積分率は同一ではあるものの 1 軸方向では4.7 ≦ 𝜆 ≦ 14.0W/(m ∙ K)，2 軸方向は

6.6 ≦ 𝜆 ≦ 14.0W/(m ∙ K)，3軸方向は9.1 ≦ 𝜆 ≦ 14.0W/(m ∙ K)と制御範囲が異なる結果が得ら

れた．これは対称境界への熱の流入量の差異や各条件における断面積変化の差異に起因すると

想定されるが，解析のみで結果の正否を判断することが難しい為，4 章での実測値との対比を

踏まえて考察をすすめる． 

 

3.4 結言 

本章では均質化法を用いた熱伝導率制御ラティスユニットセルの設計手法について説明す

るとともに，数値例を用いて手法の妥当性について評価した．以下にその要約を記す． 

 

1. ユニットセル内部の空孔の代表長さを設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)とおき，セルの巨視的

なエネルギーの総和と局所的なエネルギーの総和が等しいことを示す式より，実効熱

伝導率と設計変数との相関について計算した． 

 

2. 先ずは立方体状の内部空孔のユニットセルを用いて，レーザー焼結式の金属付加製造

機でのユニットセル造形を想定し，粉抜き用の穴が実効熱伝導率の制御範囲に及ぼす
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影響を評価した．その結果，同一の体積分率であっても，粉抜き穴径が異なると断面

積が変り，実効的熱伝導率が数%程度変わる事を確認した． 

 

3. 適用範囲の拡大を見据え，ユニットセルの外形寸法を寸法比は相似のままスケールア

ップした際の，設計変数と実効熱伝導率の相関について確認し，解析上は両者に差異

が無い事を確認した． 

 

4. 内部の空孔形状について，立方体や球などの等方的な形状に加え，異方性形状として

三角柱の空孔での各方向成分の実効熱伝導率を算出した．その結果，同一体積分率で

も 2倍近い差異が解析上では得られた． 

 

5. 以上の結果から，ユニットセルの熱伝導率を算出する際には，ユニットセルの体積分

率のみでなく，トポロジーを考慮した設計変数を設定する事が妥当であると判断し

た．また解析精度などに関する評価は，4章での実測と対比を進める． 
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第 4章 金属付加製造による熱伝導率制御ラティスユニット

セルの製作および能力評価  

次に，3 章でのユニットセルの解析結果の妥当性を評価するため，レーザー焼結式の金属付

加製造装置を用い，ユニットセルから構成される試験片を付加製造で製作した後，試験片の熱

伝導率を測定し解析結果との差異を確認した．試験片は 5mm角の立方体空孔に加え,10mm角

のスケールアップ品，異方性の三角柱空孔を製作した．また，熱伝導率の測定には温度傾斜法

を用いた． 

 

4.1 温度傾斜法による熱伝導率測定 

先ず，今回用いた温度傾斜法による熱伝導率測定方式について示す．この方式では図 4.1(a9

に示す装置を用いて，試料の片面を加熱，反対面を冷却し，試料の厚み方向に定常状態の温度

勾配を設け，フーリエの法則である以下の式により熱伝導率 λを算出する６６)． 

𝜆 = 𝑄
𝛥𝑥

𝛥𝑇
 

 ここで，Qは試料を通過する熱流束(W/m2)，Δxは試料厚み(mm)，ΔTは試料上下間の温度差

(K)である(図 4.1．) 

本測定方法は定常法であり，多層材や複合材等の熱伝導率測定にも適用できることから，内

部に空孔を持つ本研究のユニットセルの測定に適していると判断し採用した．また，試験片の

表面粗さの影響を排するため，表面に熱伝導グリースを塗布して熱伝導率測定を行った．グリ

ースによる熱伝導率測定値への影響については，塗布量とグリースの熱伝導率から差分を算出

し，試験片の熱伝導率算出に反映させた． 

 

4.2 レーザー焼結式金属付加製造による立方体空孔ユニットセル試験片の製作 

次にレーザー焼結式の金属付加製造装置を用い，立方体空孔ユニットセルから構成される試

験片を製作した．試験片は前節で述べた温度傾斜法の測定装置の制約を踏まえ，40mm×40mm

×10mmの大きさとした(図 4.2)．付加製造装置としてはMatsuura LUMEX Avance-25を使

(4.1) 
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用し，材料は解析と同様に SUS316-Lを用いた． 

ユニットセル形状については評価内容を踏まえ，表 4.1の通り選定した．先ず，粉抜き穴径

の違いによる解析結果と実能力の評価用に，A・Bの 2試験片の測定結果を比較した．また, 設

計変数に対する実効熱伝導率の近似式の実能力との対比については，セルの外形と粉抜き穴径 

が同一で設計変数が異なるB・Cの測定結果を比較し評価した．またユニットセルのスケール

アップの影響については，Aの各寸法を 2倍に設定したDのサンプルを製作し，評価した． 

 

図 4.1(a) 温度傾斜法の測定機器概略図 (b)温度測定結果のプロットイメージ 
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図 4.2 実効熱伝導率測定用試験片 

 

表 4.1試験片に用いた立方体空孔ユニットセルの種類 

 

4.3 立方体空孔ユニットセルの熱伝導率測定結果 

前節で述べたAからDの 4つの各試験片の評価結果を，表 4.2から表 4.5に示すとともに，

解析結果との差異について，粉抜き穴径違いの比較結果を図 4.3に，ユニットセル外径違いの

比較結果を図 4.4に示す．各表には各試験片の外形写真，粉抜き穴付近の写真，温度傾斜法で

の測定データ，重量および熱伝導率の設計解と測定値を纏めた． 

各表に示す通り，各試験片の外形は大きな形状の崩れなく造形できていた．一方で粉抜き穴

形状については粉抜き穴 1.0mm の A のケースで形状の崩れがあり，実測値として穴径が

0.7mm程度に閉塞している箇所も確認された(表 4.2)．一方で粉抜き穴径 2.0mmの試験片は，

閉塞傾向は特に確認されてないため，今回の試験片以上の大型部材を製作する際は，粉抜き穴

径は少なくとも 1.0mmよりは大きくすべきと判断した． 

1

2

3

10mm

Unit cell

Saple No A B C D
Unit cell size
[mm] 5.0 5.0 5.0 10.0

Powder remove hole
[mm] 1.0 2.0 2.0 2.0

Simulated weight
[g] 39.0 33.0 91.4 33.4
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次に，造形物の重量について解析結果と比較すると，表 4.2，4.3，4.4 に示す通りユニット

セル外径 5.0mm の場合には造形体の方が 2.0%~10.0%重い結果が得られた一方で，ユニット

セル外径 10.0mmの場合には造形体の方が 4.8%軽かったことが確認された(表 4.5)．この重量

差に対しては，試験片に表面に固着している粉体が影響を及ぼしていると考えられる．例えば

ユニットセル外径 5mmのAと 10mmのD両者の造形体表面を確認すると，Aのユニット断

面に残留粉体と思われる凹凸が多数確認される一方で，Dでは凹凸が少なく表面が滑らかなこ

とが確認できる． 

次に，熱伝導率について実測値と解析の実効熱伝導率を比較したところ，ユニットセル外径

5.0mmの場合には造形体の方が解析結果に対し 3.0%~11.1%高くなる結果が得られた一方，ユ

ニットセル外径 10.0mmの場合には造形体の方が 3.0%低くなる結果が得られた．この差異に

ついては，3 章の解析結果において，ユニットセルの体積分率の増大に伴い熱伝導率が増加し

た点および，上述の重量差の傾向と対応している点を踏まえると，実際の造形体の重量増減が，

熱伝導率の実測値増減に寄与したと想定される．一方で，積層造形により製作された構造体は，

ミクロな空孔や結晶状態による熱伝導率が変動することも先行研究で確認されている 67). この

ため，各サンプルのミクロな性状に対する分析評価も，今後本手法の精度を高める上では重要

だと考えられる． 

一方で，図 4.3に示した通り，実測値および解析結果共に，体積分率に対する熱伝導率の相

対的な優位性比較は可能である事が確認できた為，3 章での解析結果の妥当性を確認するとと

もに，本研究のユニットセル設計手法が構造最適化用途として使用可であると判断した． 

 また，ユニットセル外径が実効熱伝導率へ及ぼす影響については，3 章での解析上は確認

されなかったものの，実測では上記で述べた設計解に対する重量増減と対応して顕在化した． 

このような製作性の差異に伴う重量差が熱関係の物性値に影響を及ぼす点を考慮すると，実用

において精度よく最適構造を出力する際は，ユニットセルの形状時点から，設計制約に加え，

それを満たした上でも生じる表面性状等の細かな誤差にも十分に留意した上で選定する必要

があると判断した． 
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表 4.2 試験片Aの各種測定結果 

 

Sample No A

General
view

Side view

Temperature
measurment

result

Powder remove hole [mm] 1.0

Simulated weight [g] 39.0

Measured wight [g] 40.9

Simulated value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

3.0

Measured value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

3.1

Error over the simulated
value[%] 3.0
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表 4.3試験片Bの各種測定結果 

 

Sample No B

General
view

Side view

Temperature
measurment

result

Powder remove hole [mm] 2.0

Simulated weight [g] 33.0

Measured wight [g] 36.3

Simulated value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

2.3

Measured value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

2.6

Error over the simulated
value[%] 8.7
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表 4.4 試験片Cの各種測定結果 

 

Sample No C

General
view

Side view

Temperature
measurment

result

Powder remove hole [mm] 2.0

Simulated weight [g] 91.3

Measured wight [g] 93.1

Simulated value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

8.4

Measured value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

9.4

Error over the simulated
value[%] 11.1

Powder remove hole
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表 4.5 試験片Dの各種測定結果 

 

Sample No D

General
view

Side view

Temperature
measurment

result

Powder remove hole [mm] 2.0

Simulated weight [g] 33.4

Measured wight [g] 31.8

Simulated value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

3.0

Measured value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

2.9

Error over the simulated
value[%] -3.0
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図 4.3 ユニットセル 5.0mmにおける実効熱伝導率の解析と実測値との差異 

 

 

 

 

図 4.4 ユニットセル外形 5.0mm・10.0mmにおける実効熱伝導率の解析と実測値との差異 
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4.4 異方性空孔を持つユニットセルの熱伝導率測定結果 

表 4.6 異方性空孔ユニットセルの形状と温度勾配方向 

 

 

 次に 3.4節で検討した三角柱上の異方性空孔を持つユニットセルについて，これまでの検討

と同様にレーザー焼結式の金属付加製造装置で造形し，実効熱伝導率を測定した．測定用のユ

ニットセルは表 4.6に示すように 3.4節の解析と対応した各 3軸方向分作成した． 

 各結果を表 4.7~4.9に示す．外観上は各方向成分とも大きな詰まりや表面の粉体付着は確認

されず良好な外形上が得られていた．また重量測定結果を確認すると，4.4項の 10mmユニッ

トセル同様に解析上の重量に対し減少方向で程度は 2.8%~5.3%であり，等方性ユニットセルと

同水準の製作性で造形されている事が確認できた． 

 一方で，熱伝導率の測定結果については，造形方向 2および 3については 4.4項同様に解析

値に対し 3.0%から 9.9%低くなる結果が得られたものの，造形方向 1に関しては解析値に対し

12.8%増加する結果が得られた． 

想定される誤差要因としては，解析時点では入熱方向以外の境界条件を対称境界設定してい

る点，測定過程において試験片側面からの環境への放熱がセル断面形状により異なる点などが

あげられる．これらの影響は等方性よりも異方性空孔の場合において顕在化しやすいと想定さ

れ，精査にあたっては，側面からの放熱条件を合せた測定や，複数の解析条件と実測を交えた

考察が必要と考えられる．一方で各軸間での測定結果を比較すると優位差は確認できるため，

誤差を 10%程度許容できる場合においては異方性ユニットセルも使用可能と判断した． 

 

 

Sample No E F G

Heat dicrection
of unit cell

Direction Number 1 2 3
Unit cell size　[mm]
Powder remove hole[mm]
Design variable[mm]

10.0
2.0
0.0

Heat direction Heat direction Heat direction
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表 4.7 試験片Eの各種測定結果 

 

Sample No E

General
view

Side view

Temperature
measurment

result

Dicrection 1

Simulated weight [g] 77.8

Measured wight [g] 75.1

Simulated value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

4.7

Measured value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

5.3

Error over the simulated
value[%] 12.8
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表 4.8 試験片 Fの各種測定結果 

 

Sample No F

General
view

Side view

Temperature
measurment

result

Powder remove hole [mm] 2

Simulated weight [g] 77.8

Measured wight [g] 75.7

Simulated value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

6.6

Measured value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

6.4

Error over the simulated
value[%] -3.0
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表 4.9 試験片 Fの各種測定結果 

 

Sample No G

General
view

Side view

Temperature
measurment

result

Powder remove hole [mm] 3

Simulated weight [g] 77.8

Measured wight [g] 73.7

Simulated value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

9.1

Measured value of effective
thermal conductivity
[W/(m・K)]

8.2

Error over the simulated
value[%] -9.9
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4.5 結言 

本章では 3章でのユニットセルの解析結果の妥当性を評価するため，レーザー焼結式の金属

付加製造装置を用い，ユニットセルから構成される試験片を付加製造した後，試験片の熱伝導

率を測定し解析結果との差異を確認した．以下に要約を記す． 

 

1. レーザー焼結式の金属付加製造装置を用いて，外形 5.0mm～10.0shitmmおよび粉抜

き穴径 1.0mm~2.0mmのユニットセルから構成される 40 mm×40 mm×10 mmの試験

片を作成した． 

 

2. 熱伝導率の測定は温度傾斜法を用いた．本手法は定常法であり，複合材等の熱伝導率

測定にも適用できるため，内部に空孔を持つ本研究の試験片の測定に適していると判断し

た． 

 

3. 外形状の観察結果から，粉抜き穴径 1.0mmの試験片にて穴の閉塞傾向が確認された

為，本方式を用いて今回以上の大型品を作成する際には，粉抜き穴径は 2.0mm以上にす

ることが好ましいと判断した． 

 

4. 試験片の重量と熱伝導率について解析結果と実測値を比較したところ，ユニットセル

外径 5.0mmの場合は，実測値の方が重量・熱伝導率とも 2~10%程度大きかった．一方で，

ユニットセル外径 10.0mmの場合は，実測値の方が両者とも 3%程度小さいことが確認さ

れた． 

 

5. 実測値および解析結果共に，体積分率に対する熱伝導率の相対的な優位性比較は可能

である事が確認できた為，3章での解析結果の妥当性を確認するとともに，本研究のユニ

ットセル設計手法が構造最適化用途として使用可であると判断した 

 

6. 一方で，ユニットセル外形が熱伝導率におよぼす影響については，解析上は確認され

なかったものの，実測においては上記の試験片の重量差に伴い顕在化した．ユニットセル
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5.0mm と 10.0mm における差異は 6%程度と低い水準であるが，今後本手法の精度をさ

らに高める上では，用いる付加製造手法に適した基準寸法を選定する必要がある． 

 

7. また，異方性空孔を持つ三角柱ユニットセルについても同様に熱伝導率を測定し，3

章での解析結果の通り，同一体積分率でも 3軸各方向での熱伝導率に差異が生じる事が確

認できた．一方で誤差の方向性は一部サンプルで等方性空孔時と異なる傾向が見られたた

め，異方性ユニットセルの活用時は等方性ユニットセル以上の誤差を想定した上での運用

が必要だと考えられる． 
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第 5 章 ラティス密度分布最適化による金属構造体の表面温

度制御 

 本章では，ラティス体積分率分布最適化により，構造体内の参照平面における温度分布を制

御するための，熱伝導率分布の最適構造について算出した．熱伝導率の制御にあたっては，前

章までに算出したラティスユニットセルの設計変数と実効熱伝導率の近似式を，構造体の熱伝

導率として代入した． 

温度分布制御の目的関数としては，面内の任意箇所の温度差最大化および面内温度分布の均

一化について検討し，その際の熱伝導率分布と温度の制御性について評価した．また用いるユ

ニットセルの種類を変え，実効熱伝導率の制御範囲の違いによる温度分布の制御範囲の違いに

ついても評価した．最後に，得られた最適構造を 3Dモデル化し，実効熱伝導率分布の最適構

造と 3Dモデルでの計算結果の差異が無いか，妥当性を確認した． 

 

5.1 定式化 

5.1.1 状態方程式 

本章では 3章および 4章節で定義したユニットセルを用いて，設計領域Ω内のラティス体積

分率分布の最適構造を導出する．導出にあたり，構造内部の熱伝導問題は式(3.1)の状態方程式

を用いるとともに，設計領域Ωの外表面と周囲環境との熱交換について，対流熱伝達および輻

射の影響も考慮する．そのため，温度境界 Γにおける設計領域Ωの状態方程式は，次の各式で

表される．  

−𝑛ℎ(𝑇 − 𝑇amb) = 𝑞 on Γ 

−𝑛𝜀σ(𝑇amb
4 − 𝑇4) = 𝑞 on Γ                                                   （5.1） 

ここで，Tambは外部参照温度，hは対流熱伝達率，εは設計領域Ω表面の放射率，σはステファ

ン・ボルツマン定数，qは温度境界 Γで対流もしくは輻射により入出する熱量である．また，

温度境界 Γには対流，輻射両者の境界条件を設定する.  
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5.1.2 ラティス体積分布率分布の最適化問題 

ラティス体積分率分布の最適化においては，設計領域Ω内をユニットセルで分割した後，目

標関数に従いその最適体積分率分布を導出する．2.2節で述べた通り，本方式はトポロジー最適

化と類似のアルゴリズムでの設計が可能である．その際には，ユニットセルの特性を，設計変

数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)に対応させる必要がある．このため，本研究では 3章で算出したユニットセ

ルにおける設計変数 d(0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0)と実効熱伝導率の近似式を以下の最適化問題に用いる． 

本研究では，このラティス体積分率分布最適化により，熱伝導特性を持ち，参照平面の温度

を任意に制御する構造を算出する．例題として，参照平面の任意の 2点の温度差の最大化問題

と参照平面の温度分布の均一化問題を取り扱う．先ず参照平面の任意の 2点 i,jの温度差最大化

問題は以下（5.2）式のように表される． 

  maximize  𝑓 =（𝑇𝑖 − 𝑇𝑗）
2
                                               （5.2） 

subject to 
Eqs. （3.1）, (3.2）and (5,1) 
0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0   

次に，参照平面内の温度分布均一化問題においては，参照平面の任意の点における温度 Tと参

照平面全体の平均温度�̅�との差を最小二乗法で求め，ラティス体積分率分布最適化で最適化構

造を得る．このときの目標関数は，以下の式（5.3）で表される． 

minimize  𝑓 = ∫（𝑇 − �̅�）
2
𝑑𝑥                                            （5.3） 

subject to 
Eqs. （3.1）, (3.2）and (5,1) 
0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0  

なお，ラティス体積分率分布の最適化過程において，設計領域内の体積分率はバルク状態に

対して減少する為，機械的な強度は制約を設けない限りは低下すると想定される．今回は強度

低下が許容される用途を想定し検証を進めるが，機械的な物性値が重要な用途へ本技術を展開

する際は考慮する必要がある． 
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5.1.3 感度解析 

 本手法における，目標関数の設計変数に対する感度解析について,  温度分布の均一化問題を

例に下記に示す．まず，熱伝導の状態方程式(3.1)を離散化すると下記のように表すことができ

る． 

K(d)t =  q                                   (5.5) 

ここで K は熱伝導率マトリクス，t は温度ベクトル, q は熱伝導率ベクトル，d は設計変数ベ

クトルである．ここで目標関数を𝑓(𝑑)と置くと，ラグラジアンは以下のように表すことができ

る． 

𝐿 = 𝑓 + λT(Kt − q)                                                            (5.6) 

λ はラグランジュ未定乗数(随伴行列)である.この式(5.6)を最適化の設計変数 d で微分し，感度

を得る． 

𝜕𝐿

𝜕𝑑𝑖
=
𝜕𝑓

𝜕t

𝜕t

𝜕𝑑𝑖
+ λT

𝜕K

𝜕𝑑𝑖
t + λTK

𝜕t

𝜕𝑑𝑖
 

        = λT
𝜕K

𝜕𝑑𝑖
t + (

𝜕𝑓

𝜕t
+ λTK)

𝜕t

𝜕𝑑𝑖
 

一方で 2次項が 0の時，感度はλT 𝜕K

𝜕𝑑𝑖
tとなる．この際には，λは下記の随伴方程式を満たす必

要がある． 

𝜕𝑓

𝜕t
+ λTK = 0 

式(5.8)の計算に際しては，目標関数𝑓(𝑑)を離散化すると，下記のように表すことができる． 

𝑓 = {hT (t −
1

𝑁
hTti)}

2

 

ここで hは設計領域における温度の基本ベクトルである． 

 

 

 

(5.7) 

(5.8)   

(5.9)   
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5.2 数値例 

次に数値例により，本計算手法の妥当性について評価する．解析モデルは図 5.1 に示すよう

に内部に熱源を有する構造体の 1/4対称モデルであり，参照平面として構造体の上面を選定し

た．材料はユニットセルと同様に SUS316-Lを想定し，熱伝導率𝜆0 = 16.7 W/（m ∙ K）とした．

また，金型等の工業用途において特定箇所の参照温度を制御する装置が多い点を踏まえ，熱伝

導問題ではリファレンスと最適構造共に，参照平面内の最高温度が 130.0 ℃相当の 403.2 Kと

なる条件下で温度分布を評価した．この参照平面内の最高温度調節のため，構造体内部の熱源

の入熱量を 5.8～6.2 W/cm2の範囲で設定した．熱源の設置位置は構造体中央より下部としたが，

この理由は，実運用下では設計制約により熱源の位置にも制約が生じる事があり，それが温度

分布の不均一性の原因となる課題を想定したためである．また構造体は自然対流条件下の常温

環境に設置される事を想定し，構造体の外表面と周囲との対流熱伝達について，h=10 W/m2お

よび T=293.2 Kを与えた．また，周辺環境への熱輻射を想定して構造体の放射率 ε=0.94および

T=293.2 K を与えた．この際，構造体の放射率の値については，実測時に表面性状や酸化程度

の影響を排除するために黒体塗料を塗る前提で設定した．構造体下面については断熱条件とし

た．また構造体の外表面から厚み 2.0 mm分は設計領域から除外した． 

設計領域は 4章および 5章で設計された外形一辺 5.0 mmかつ粉抜き穴径 2.0 mmもしくは

1.0mmのユニットセルから構成され，ユニットセルの熱伝導率は設計変数と実効熱伝導率の近

似式をもとに算出した．実効熱伝導率の制御範囲としては，3.3.1項で述べた通り，粉抜き穴径

1.0 mmの場合，設計変数0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0に対して，実効熱伝導率は3.0 ≦ 𝜆 ≦ 14.0W/(m ∙ K) ，粉

抜き穴径 2.0 mmの場合は，設計変数0 ≤ 𝑑 ≤ 1.0に対して，実効熱伝導率は2.3 ≦ 𝜆 ≦ 8.9W/(m ∙

K)である．構造最適化にあたり設計変数の初期値は，複数条件を検討した上で目標関数である

温度分布が最も改善した ρ0=0.5とした． 

また，最適構造の性能を評価するため，リファレンス条件として，外形寸法が図 5.1 と同等

で密度分布が一様なバルクの構造体について，上記説明で示した境界条件と同等の条件で解析

し，目標関数の解析結果について比較し．  
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図 5.1 3D解析モデルおよび解析時の境界条件について 
 

5.2.1 面内温度分布の最大化 

先ずは参照平面内の任意の 2点の温度差を最大化させる最適構造について検討した．温度差

を比較する参照点としては，表 5.1に示す（i）および（j）を選定した．この 2点は熱源からの

直線距離が同一である為，周辺の境界条件の差異はあるものの一様の熱伝導率分布の条件下で

は，温度差が生じにくい位置関係である．この為，このような制約を持つ構造体において，内

部の熱伝導率分布の最適化で温度差を任意に制御する事が可能になれば，工業分野での応用範

囲が広がると期待できる．  

先ず，粉抜き穴径 2.0mm の場合について計算した．目標関数の収束履歴を図 5.2 に示すが，

30回以上の反復回数で目標関数に変化が見られなくなったため収束と判断した．リファレンス

と最適構造の熱伝導率分布および温度差の計算結果について表 5.1 左に示す．リファレンスで

は，上述の通り，設計領域内の熱伝導率分布が一定条件下かつ熱源から参照点の距離が同一で

ある為，温度差としては 3.2Kと小さい結果が得られた．温度差が生じた原因としては壁面の対

流熱伝達および輻射による放熱分の寄与が挙げられる． 

 一方で最適構造の計算結果について表 5.1 右に示す．先ず熱伝導率分布について，高温側に

設定した点（i）と熱源との熱伝導率は，制御範囲の中でもっとも高い 8.9（W/m・k）に最適化

されたされた一方で，低温側に設定した点（j）と熱源の熱伝導率は，制御範囲の中でもっと低

い 2.3（W/m・k）に最適化された．さらに，低温側は熱源からもっと遠い壁面の熱伝導率が高

5.0 mm 5.0mm

5.0mm

Unit cell

Lattice domain

Convective heat transfer (h=10.0 W/(m2・K)  T=293.2 K)

Symmetric 
boundary

1

2

3 Heat source 

2.0mm thickness 
shell

40.0mm

Thermal radiation(ε=0.94 T=293.2 K)

Target surface
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く設定され，壁面の放熱を促進させる解析結果となった．これらの熱伝導率分布の最適化によ

り，温度差は 15.4Kとなり，リファレンス条件に対し約 4.8倍の温度差となった． 

 
図 5.2 面内温度分布の最大化における目的関数の収束履歴 

 

表 5.1 面内温度分布の最大化問題についての最適化結果(粉抜き穴 2.0mm) 

 

0

50

100

150

200

0 5 10 15 20 25 30

O
be

ct
iv

e 
fu

nc
tio

n

Iteration

Powder remve hall=2.0mm
Powder remove hall=1.0mm

Reference Optimized
(Powder remove hall =2.0mm)

Thermal conductivity
distribution

Temperature distribution
of target surface

Temperature of point(i)
[K] 400.3 395.8

Temperature of point(j)
[K] 397.1 380.4

Temperature difference
between (i) and (j) [K] 3.2 15.4

Heat source

λ [W/(m・K)]

1

2

3

4

Heat source

Target surface

16.716.7

0

λ [W/(m・K)]
16.7

0

16.7

Heat source

(i)

(j)

(i)

(j)

(i)

(j)



 

62 

 

次に粉抜き穴径 1.0mm の場合について計算した．目標関数の収束履歴は図 5.2 に示す通り，

滑らかに収束し，2.0mm の時と同様に 30 回の反復回数で収束と判断した．最適構造の計算結

果について表 5.3 に示すが，熱伝導率分布は粉抜き穴 2.0mm のケースと傾向は同等であるが，

熱伝導率の最大値および最小値が実効熱伝導率の制御範囲変更により変わっていた．一方で，

温度分布としては，面内最大温度は 403.2Kと同等としていたものの，熱伝導率の向上により最

大値側の温度が 2K 程度上昇するとともに最小値側も同程度底上げされてしまい，温度差とし

ては粉抜き穴径 2.0mmとほぼ同等の 15.2Kという結果が得られた． 

 

表 5.2 面内温度分布の最大化問題についての最適化結果(粉抜き穴 1.0mm) 
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5.2.2 面内温度分布の均一化 

 次に参照平面内の温度分布の均一化させる最適構造について導出した．金属構造体表面の温

度均一化については金型での成形品質向上含め応用範囲が広く，こちらも確立できれば工業分

野への高い貢献が見込める技術である．境界条件は 5.2節の前段で述べたものを用いるととも

に，目標関数については(5.3)式を用いた．また，最適構造の能力評価にあたっては前項と同様

に，熱伝導率分布の一様の構造体をリファレンスとして，参照平面内の温度分布を比較した． 

先ず，リファレンスと最適構造の熱伝導率分布および参照平面の温度分布の計算結果を表 5.3

左に示す．リファレンスでは，設計領域内の熱伝導率分布が一定条件下であるため，熱源から

の距離が近い参照表面の温度が高くなり，熱源から遠く放熱源である壁面に近い表面ほど温度

が低くなる結果が得られた． 

次に，ユニットセルの粉抜き穴径が 2.0mmを用いた際の温度分布最適化結果について示す．

最適化における目標関数の収束履歴は図 5.3に示す通り，滑らかに収束し 30回以上の反復回数

で目標関数に変化が見られなくなったため収束と判断した．最適構造については表 5.3 右に示

す通り，熱源近辺の設計領域の熱伝導率を下げると共に，熱源から離れた設計領域の熱伝導率

を上げることで，温度分布の均一性が向上することが確認された．具体的な参照平面内の温度

差は，リファレンスで 9.7Kあったのに対し，最適化後で 7.1Kとなり，約 30%の改善効果が確

認された． 

 次に粉抜き穴径 1.0mmにおける温度分布最適化結果について示す．先ず目標関数の収束履歴

は図 5.3に示す通り，滑らかに収束し，粉抜き穴径 2.0mmの時と同様に 30回の反復回数で収

束と判断した．最適構造について表 5.4に示すが，熱伝導率分布は粉抜き穴 2.0mmのケースと

傾向は同等であるものの，温度差としては 5.1Kとなり，リファレンスに対して温度差の改善は

48%程度と大きくなった．粉抜き穴径 1.0mmの方が熱伝導率の制御範囲が広く，熱源から低温

側に繋がる高熱伝導率部の熱量が増えたためと考えられる． 

 

 



 

64 

 

 
図 5.3 面内温度分布の最小化問題における目的関数の収束履歴 

 

表 5.3 面内温度分布の最小化問題についての最適化結果(粉抜き穴 2.0mm) 
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表 5.4 面内温度分布の最小化問題についての最適化結果(粉抜き穴 1.0mm) 

 
 

5.3 3Dモデルを用いた最適化計算の妥当性確認 

前節まで，実効熱伝導率分布に対する温度分布の対比を示してきたが，実際に付加製造装置

で最適構造を造形する際は，各ユニットセルに割り当てられた熱伝導率をユニットセルの外形

状へと対応させた 3D モデルに変換する必要がある．そこで今回は温度分布均一化問題を対象

に最適構造の 3Dモデル化を以下のように検討した． 

前節で述べた通り，今回実効熱伝導率分布の最適化にあたっては，各ユニットセルの内部空

孔の代表長さを設計変数として計算している．この為，表 5.5 に示す通り，熱伝導率分布の最

適化にあたっては，設計変数の分布についても最適分布が得られている．3Dモデル化にあたっ

ては，各ユニットセルに格納されている設計変数を用いる．具体的な手順としては，COMSOL 

Multiphysics での最適化後の計算結果を用いて，各ユニットセルの設計変数をユニットセルの

座標を指定し抽出してデータテーブルを作成し，その情報を基に再度COMSOL Multiphysicsに

て，粉抜き穴径等も加味しながらモデリングした．その工程を経て表 5.5 下に示す 3D モデル
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が得られた．3Dモデル化にあたっては，粉抜き穴径は 2.0mmの条件を選定した．これは，実

際の造形を見据えた際，4 章の結果から粉抜きの問題等を踏まえると，より製作性の高い条件

で先ずは検討する必要があると判断した為である． 

 作成した 3D モデルの詳細断面構造を図 5.5 に示すが，最適化計算結果に沿って，熱伝導率

の異なるユニットセルが各層で最適配置されている事が確認できた． 

 

表 5.5 最適化後の温度分布，設計変数分布，および 3Dモデル 

 

Optimized structure
for uniforming temperature distribution

Thermal conductivity
distribution

Design variable
distribution

Full 3D model

1 34 Heat sourceTarget surface

λ [W/(m・K)]
16.7

0

Design variable
1.0

0.0
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図 5.5 温度分布最適化 3Dモデルの各層の断面図 

Layer No.
1
2
・
・
7
8

1

1

2

3
2

3 4

5 6

7 8

Design variable=1.0

Design variable=0.0
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次に，前節の最適化計算と同様の境界条件を 3D モデルに与えて解析を行い，近似モデルと

の結果を比較し 3D モデル化工程の妥当性を検証した．比較に際し，表 5.6 に近似モデルおよ

び 3Dフルモデルの自由度，解析モデル，メッシュ条件の差異を記す． 

解析結果を表 5.7に示す 5.3.2項で示した近似モデルでの面内温度差が 7.0Kであったのに対

し，3Dモデルによる解析ではほぼ同等の 7.3Kという結果が得られた．この結果により，本章

で検討したユニットセルの実効熱伝導率の近似式を用いた最適構造の計算方法と，その計算結

果を用いた 3Dモデル化工程の妥当性が確認されたと判断した． 

表 5.6 近似モデルおよび 3Dフルモデルの解析モデル条件 

 
表 5.7 3Dフルモデルの温度分布解析結果 

 

3D numerical
model 3D full model

22888 3343914

Quadratic
Lagrange

Quadratic
Lagrange

Tetrahedra 2998 1072984
Pyramids 369
Hexahedra 800
Triangles 1601 47566
Quads 620
Edge elements 338 107955
Vertex elements 32 29462

Number of
elements

Discretization

Number of
degree of feedom

Optimized structure
for mimizing temperature distribution

Temperature distribution
of target surface

Maximum temperature
of target surrface [K] 403.2

Minimum temperature
of target surrface [K] 395.9

Temperature difference
of target surface [K] 7.3

1

2

3

4

Heat source

Target surface

21

4 3
405.0

390.0

[K]
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5.4 結言 

本章では前章までに設計・製作した立方体空孔のラティスユニットセルを用いて，構造体内

の熱伝導率分布を制御し参照平面の温度分布を制御する最適構造について，ラティス体積分率

分布最適化により導出した．解析モデルは内部に熱源を有する構造体の 1/4対称モデルであり，

参照平面として構造体の上面を選定した．以下に要約を記す． 

 

1. ラティス体積分率分布最適化にあたり，ユニットセルの熱伝導率は前章で得られたユニッ

トセルの設計変数と実効熱伝導率の近似式をもとに算出した． 

 

2. 参照平面における任意の 2点の温度差を最大化させる最適構造については，リファレンス

の密度分布一様条件では 3.2Kだったのに対し，最適化後は 15.4Kまで差分を拡大させる

事が出来た． 

 

3. 参照平面内の温度分布の均一化にあたっては，熱源に近い熱伝導率を下げると共に，離れ

た箇所の熱伝導率を上げる事で，約 30%程度の改善効果が確認出来た．ユニットセルの熱

伝導率制御範囲による，最適化時の効果の差異については，均一化において顕著に確認さ

れた． 

 

4. 得られた熱伝導率分布の最適分布結果を元に，3D モデル化を行い，計算手法の妥当性に

ついて評価した．その結果，近似計算と 3D モデルの計算で 5%程度の誤差に収まってい

る事が確認された． 

 

5. 以上の結果により，本章で検討したユニットセルの実効熱伝導率の近似式を用いた最適構

造の計算方法と，その計算結果を用いた 3Dモデル化工程の妥当性が確認されたと判断し

た． 
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第 6 章 金属付加製造による最適構造の製作性確認と能力評

価  

本章では，第 5章で作成したラティス体積分率分布最適構造の 3Dモデルデータをレーザー

焼結式の金属付加製造装置で造形した後，造形体についてCTスキャン等を用いて，モデルデ

ータに対する造形体の製作性について詳しく評価した．また，サーモビュワー等を用いて造形

体の温度分布を測定し，解析結果の妥当性を評価した． 

6.1 レーザー焼結式の金属付加製造装置による最適構造設計品の造形 

 金属付加製造での造形にあたり，5章で製作した 3Dモデルは対称境界により 1/4サイズの

モデルあったため，これを図6.1に示すように1/1サイズに変換した．造形体の大きさは104mm

×104mm×44mmとした．ユニットセルは外径 5.0mm，粉抜き穴径 2.0mmの物を用いて，

5.5に示した温度分布平均化後の最適構造にて造形した．3Dモデルデータ内部断面を図 6.2に

示すが，熱源の近辺に熱伝導率の低いユニットセルが配置され，熱源から離れた箇所に熱伝導

率の高いユニットセルが配置されている事が確認できる．造形材料は，ステンレス系を用いる

とともに，装置については 3D Systems社 ProX300を用いた． 

図 6.1 実性能評価用の 3Dモデルデータ外形 

44mm

1

2

3

One-fourth model
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図 6.2 実性能評価用の 3Dモデルデータ内部断面 

 

 

図 6.3金属付加製造による造形体の外形 (黒体塗料塗布後) 

 

図 6.4金属付加製造による造形体の側面 (黒体塗料塗布後) 

1

2

3

Cross
Section

Design variable=0.0Design variable=1.0
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図 6.3および図 6.4に造形体の外形写真を示す．造形物表面にはこの後の温度分布測定に向

け，黒体輻射塗料を塗布した．外形状を確認する限りにおいては，全体として割れ無く粉抜き

穴も大きな潰れなく製作も出来ている事が確認出来た．造形物の外形寸法は設計値 104mm×

104mm×44mmに対し，103.8mm×103.9mm×44.1mmと一般的なレーザー焼結式の金属付

加製造の精度を満たしている事も確認出来た． 

 

6.2 CTスキャンを用いた造形体の評価 

 次に造形体内部の製作精度について評価する為，CTスキャンで内部形状を観察し，元の 3D

データとの差異を評価した．CT スキャンでの内部測定にあたっては，造形体が 100mm 以上

と大きいことの兼ね合いもあり，図 6.5に示す通り観察用に試験片を切り出した上で観察した．

CT機器はBaker Hughes社 vltomelx m300を使用した．形状の評価方法については，今回の

設計の中でも微細且つ熱伝導特性上重要である，粉抜き穴，ユニットセルの内部空孔寸法およ

び形状について 3Dデータと対比させて確認した．また，造形体内の空孔率についても確認し

た． 

 先ず，粉抜き穴の観察結果について図 6.6に示す．モデルデータである緑色の線と造形物の

偏差は 0.1mm程度であった．レーザー焼結式の金属積層造形の形状精度は±0.1mm程度との

報 68)を踏まえると，本造形は標準的な精度での製作に成功したと判断出来る．次に同様にユニ

ットセルの角柱部についても CTで確認したところ，角の一部で 0.2mm程度の偏差傾向が確

認された(図 6.7)．精度のレンジとしては，上記の報告と同程度ではあるものの，一律で不足傾

向である為，角部の設計の面取り等の修正により，今後改善を進める. 

 

図 6.5 CT測定での切り出し部 
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図 6.6 CTでの粉抜き穴観察結果 

 

 

図 6.7 CTでの内部空孔観察結果 

3.5mm

4mm

3D model data
(Green line)

2.5mm

3D model data
(Green line)
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図 6.8 CTでの内部空孔分布観察結果 

 

次に CT撮影による欠陥解析の結果を図 6.8に示す．造形体内部には体積 0.01mm3の空孔(図

6.8青色)が点在し，一部直径 0.2mm程度の欠陥も確認出来るが，大きな断裂等は撮影範囲内で

は確認されなかった．これらの空孔体積を集計し，母材と空孔の体積比率を確認したところ, 

造形品の充填率は 99.6%であり，PBFによる造形された試験片の評価事例等と比較しても同等

以上に緻密な構造体が得られていることが確認できた 69)70)．上記の評価により，本開発手法で

設計された最適構造体はレーザー焼結式金属積層造形機で高い製作性で造形可能だと判断し

た． 

 

 

 

Pore volume
[mm3]

2.5mm
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6.3 実証実験での温度測定方法 

次に造形体の性能確認の為，加熱後の参照平面の温度分布測定を行った．サーモビュアーお

よび接触式の熱電対を用いて行なった．温度分布測定の実験系を図 6.9 に示す．熱源としてφ

8.0 mm，250Wのカートリッジヒーターを構造体内部に挿入し，構造体の参照表面の最高温度

が解析と同様に約 130 ℃（403 K）になるように加熱した．また，解析の境界条件と同等の熱的

環境を再現するために，底面には厚さ 25 mmの断熱材を設置すると共に，実験は強制対流など

が伴わない約 20 ℃の安定した室内環境で行った．構造体表面には放射率 ε=0.94の黒体塗料を

塗り，造形物の表面性状や色味の影響を極力排した．評価用の構造体として上述の最適構造の

付加製造体，最適化前のリファレンスとしてSUS316-Lのバルク構造体の2サンプルを用いた． 

参照平面全体の温度分布の標準偏差についてはサーモビュアーの結果を用いて評価した．一

方，参照平面内の最高温度・最低温度については接触式の熱電対での測定値を用いて評価した．

これは事前の測定検証において，サーモビュアーと接触式の熱電対で測定値に 7 K~10 K 程度

の差異が確認されたことから，サーモビュアーの結果は周辺環境の反射等の影響を受ける可能

性を考慮したからである．今回使用したモデルは定常状態での最適構造である点を踏まえ，温

度分布評価にあたっては，解析上最も温度の低い参照平面端部の温度上昇が収束したと判断さ

れるまで 1時間 30分間加熱した後の測定データを用いた． 

 
図 6.9 温度分布測定実験概略図 

Insulation board
25mm

Cartridge 
heater

Target 
surface

Temperature measurement
by thermo viewer

Temperature measurement
by thermo couple
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6.4 温度分布測定結果と考察 

先ずサーモビュアーによる温度測定結果を表 6.10 に示す．参照平面全体の温度分布として，

リファレンスよりも最適構造の方が高温部の面積が大きいことが確認され，5.3.2章での解析結

果と同等の傾向が確認された．また，参照平面内温度の標準偏差を比較すると，最適化前の 3.2 

Kに対し，最適化後では 2.3 Kと 28%の改善効果が得らたことが確認された． 

次に，熱電対で測定した参照平面内の最高温度と最低温度の差分を評価し，5.3.2章の解析結

果との差異について確認した(表 6.11)．温度測定の結果，リファレンスの温度差が 10.2 Kであ

るのに対し，最適化後は 6.9 Kと 32%の改善効果が確認された．これを解析結果と比較すると，

±5%程度の差異に収まっており，非常に精度よく再現が出来ていた． 

以上の結果より，本研究の設計手法は，参照面内の温度均一性を向上させる最適化設計手法

として実用に足ると判断した．一方で，今回解析において熱伝達係数や輻射による影響を加味

していたが，その境界条件の設定次第でも解析上の温度分布改善の程度はある程度変わると想

定される．また，4章でのユニットセルの能力評価で解析と実測定で 10%程度の誤差があった

点や本章での付加製造体の精度等も踏まえると，設計にあたって適切な境界条件設定と 10%程

度の造形誤差を考慮した上で，本手法を用いるのが適正だと考えられる． 

 

表 6.10 サーモビュワーによる最適化前後の温度分布測定 

 

 

 

Reference Optimized

Thermo viewer
picture of
target surface
(ε =0.94)

Standard
deviation
of target surrface
temperature[K]

3.2 2.3

420.0

340.0

[K]
420.0

340.0

[K]
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表 6.11 熱電対による温度分布測定結果 

 

 

 

6.5 結言 

本章では，第 5章で設計した温度分布均一化最適構造の 3Dモデルデータをレーザー焼結式

の金属付加製造装置で造形した上で，造形体の製作精度の確認および，温度分布を測定し，解

析結果の妥当性を評価した．以下に要約を記す．  

 

1. 5章で設計した 1/4分割モデルデータは，1/1サイズの 44mm×104mm×104mmに変換

した上で，レーザー焼結式の金属付加製造装置で造形した． 

 

2. CT スキャンでの造形体内部評価では，元の 3D モデルデータに対し主要な形状は

0.1~0.2mm程度の製作誤差で造形出来ていた．また，内部の空孔欠陥分布を測定したとこ

ろ，0.02mm程度の微小な空孔の点在は確認されたもの，全体としては 99.6%と比較的高

い造形密度が達成出来ていた． 

 

3. 造形体の温度分布は，サーモビュアーでの温度分布偏差確認と，熱電対による温度差測定

により評価した． 

 

4. 温度分布測定の結果，リファレンスから最適構造の改善程度としては約 30%であった．解

析結果と実測結果の差異としては±5%程度と高い再現性が確認された． 

Reference Optimized
Maximum temperature of
target surrface [K] 404.0 403.3

Minimum temperature of
target surrface [K] 393.8 396.5

Temperature difference
of target surface [K] 10.2 6.8

Maximum temperature of
target surrface [K] 403.2 403.2

Minimum temperature of
target surrface [K] 393.5 396.1

Temperature difference
of target surface [K] 9.7 7.1

5.2% -4.2%

Measured
by thermo

couple

Simulated
resultd

Error over the simulated value[%]
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5. 以上の結果より，本研究の設計手法は，参照面内の温度均一性を向上させる最適化設計手

法として実用に足ると判断した． 

 

6. 一方で，実用にあたっては，解析結果自体は放熱の境界条件次第で結果が変わる点や，4章

でのユニットセルで解析と実造形体の能力が 10%程度の差異があった点を考慮して，設計

を進める必要がある． 

  



 

79 

 

7章 結論 

工業分野において，付加製造（Additive Manufacturing）技術の実用部材への適用が加速してお

り，構造最適化と組み合わせた高性能な機器や部材の開発が近年進んでいる．一方で，構造最

適化により設計された高性能かつ複雑な形状を付加製造で製作する際には，付加製造の製法に

起因する形状制約を考慮した設計変更が必要になるなど，実用面で課題が多い．このような付

加製造向けの設計はDesign for Additive Manufacturing(以下DfAM)と呼ばれている．このDfAM

の標準化や実用上の課題については，2018 年に AMSC (America Makes & ANSI Additive 

Manufacturing Standardization Collaborative)が網羅的に纏めており，基本的な設計則などの整備は

適宜進んでいるものの，直近ではアプリケーション毎の作り込みや設計指針の確立の優先度が

高いと提言している． 

上記を踏まえ，工業分野の中でも日本が得意とする金型や窯業などへ，今後付加製造技術の

適用拡大を見据えていくと，高温環境における付加製造部材の性能評価，最適構造を用いた熱

的特性の制御技術の開発が必要だと考えられる．また，一点ものや複雑な形状が多い分野でも

あるため，上述の最適構造を付加製造で造形する際の設計変更負荷を低減した最適化計算手法

の確立も重要だと考えられる． 

そこで，本研究では高性能な最適構造と実用時に設計負荷の少ない最適化計算手法の確立を

目指し，ラティス体積分率分布最適化を当該分野へ適用する事を提案した．ラティス体積分率

分布最適化は均質化法により材料部材と空孔や冷媒から構成されるユニットセルを設計した

後，構造体内部のユニットセルの配置を目標関数に従い最適配置する． 

本方式を高温生産プロセスで活用するにあたり，本研究では熱伝導率可変のユニットセルに

より構造体内の熱伝導率を最適配置させ，温度分布を任意に制御する手法を提案した．また工

業分野での本手法を展開する上では精度や実用性が重要な要素であるため，ミクロからマクロ

スケールに渡り解析手法の精度と実造形物の能力を一気通貫で評価し，手法の妥当性と実用性

を評価した．これらの検討と技術確立を通じ，本研究では高温生産プロセス分野におけるDfAM

構築への貢献を目指すものとした．以下に検討結果の要約を記す． 
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熱伝導率制御ラティスユニットセルの開発 

先ず RVE 法を用いて熱伝導率制御ラティスユニットセルを設計した．ユニットセルは内部

空孔と粉抜き用の貫通穴を有する構造とし，内部空孔の大きさを設計変数に設定し実効熱伝導

率との相関を FEAで求めた上で，設計変数と実効熱伝導率の近似式を得た． 

次にレーザー焼結式の金属付加製造装置を用いて，設計したユニットセルから構成される試

験片を造形し，製作性に問題が無いことを確認した．また，製作した試験片について重量測定

および温度傾斜法による熱伝導率測定を行い，解析結果に対しての精度を評価し以下の結論を

得た． 

 

・本手法で設計されたユニットセルは，解析で算出された重量および熱伝導率に対し，

数%~10%程度の精度で実際に造形可能であることが確認された． 

 

・ユニットセルの粉抜き穴径および内部空孔が等方性若しくは異方性かの違いにより，体積

分率と実効熱伝導率の相関に差異が生じることを，解析および実測の両者で確認した． 

 

・また，ユニットセル外径が熱伝導率におよぼす影響については，解析上は確認されなかっ

たものの，実測においては上記の試験片の重量差に伴い顕在化した．今後本手法の精度をさら

に高める上では，用いる付加製造手法に適した基準外径を選定する必要があると判断した． 

 

・実測値および解析結果共に，体積分率に対する熱伝導率の相対的な優位性比較は可能であ

る事が確認できた為，解析結果の妥当性を確認するとともに，本研究のユニットセル設計手法

が構造最適化用途として使用可であると判断した． 

 

ラティス体積分率分布最適化による温度分布設計技術の開発 

上記で製作したラティスユニットセルを用いて，構造体内の熱伝導率分布を制御し参照平面

の温度分布を制御する最適構造について，ラティス体積分率分布最適化により導出した．また，

得られた熱伝導率分布の最適分布結果を元に，3Dモデル化を行い，本計算手法の妥当性につい

て評価した． 
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次に，上記で得られた 3D モデルをフルモデル化した上で，レーザー焼結式の金属付加製造

装置を用いて造形し，造形体の内部構造を CTスキャンで評価し製作性を確認した．また，造

形体の温度分布を測定し解析結果と比較することで本手法の妥当性を評価し，以下の結論を得

た．  

 

・ラティス体積分率分布最適化により構造体内部の熱伝導率分布を最適化することで，温度差

最大化問題では温度差を 5 倍程度に増加させるとともに，温度分布均一化問題では 30~48%温

度分布を改善させる最適構造が得られた． 

 

・温度分布均一化問題において，近似モデルと 3Dモデルを用いた解析結果の差異は 5%程度と

良好であった．これにより，ユニットセルの近似式を用いた解析手法および 3D モデル化工程

の妥当性が確認された． 

 

・上記の 3Dモデルを金属付加製造装置により造形し，CTスキャンでの造形体内部を評価し

たところ，元の 3Dモデルデータに対し主要な形状は 0.1~0.2mm程度の製作誤差で造形出来て

いた．また，内部の欠陥分布を測定したところ，99.6%と高い充填率が達成出来ていた． 

 

・造形体を用いた温度分布測定の結果，リファレンスの温度分布に対する最適構造の温度分布

改善程度としては約 30%であり，解析結果と比較し約±5%程度と高い再現性が確認された． 

 

以上の結果より，本研究で提案した設計手法は，参照面内の温度分布を高精度に制御しつつ，

さらに最適構造を付加製造で造形する上での設計変更の負荷を低減可能な最適化手法として，

実用性を有していると判断した． 

一方で，ミクロからマクロでの一気通貫での精度評価の結果，各工程で解析と実測での誤差

もそれぞれ確認されたため，実運用時はそれに対する考慮が必要である．具体的にはユニット

セル時点で製作性や空孔形状により 10%程度の差異があり，最適構造体においても 5%程度誤

差が確認された． 
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今後の課題 

今後，本研究での提案手法の精度と実用性を高めるためには，まずユニットセル時点の精度

改善を目指し，ユニットセルの空孔形状や外径が製作性に及ぼす影響を踏まえた最適な寸法選

定を進めるとともに，構造体の結晶性などが実効熱伝導率に及ぼす影響についても精査する必

要がある．また最適構造体の作成においても，僅かではあるがユニットセル形状のダレ等が確

認されているため，この点を踏まえた全般的な設計の修正が必要と考えられる．  

また，本手法の用途拡大を見据え，今後は温度分布の制御だけでなく熱変形の最小化との両

立についても検討を進めたいと考えている． 
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